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は　じ　め　に

　この年報は令和 4 年 1 月から 12 月までの 1 年間における当委員会の

活動状況の概要等を収録したものです。

　令和 4年中に取り扱った事件は、労働争議の調整（あっせん）事件が

2件、個別的労使紛争に係るあっせん事件が 6件であり、賃金、退職金、

年次有給休暇の取り扱いといった労働条件やパワーハラスメント等職場

の人間関係に関するものなど様々な内容が問題となっておりました。

　この年における労働法制を巡る大きな動きとして、労働施策総合推進

法の改正により 4月からはそれまで中小事業主においては努力義務だっ

たパワーハラスメント防止に関する雇用管理上の措置義務が全面施行と

なったことや、育児休業をしやすい雇用環境の整備、男性の出生時育児

休業制度の新設等を内容とする改正育児・介護休業法が段階的に施行さ

れたこと、また 10 月には、全国的に最低賃金が大幅に増額される、といっ

たことがありました。

　こうした中、労働委員会は、労働問題を抱える県民のニーズに応える

ため、住民の身近な場所で相談の機会を提供することを目的として、委

員による出張労働相談会を 10 月に国中・郡内各地域で開催するととも

に、労働問題への関心を高め、紛争の未然防止につながるよう、労働

委員会制度などを周知するため、県立図書館等でのパネル展やヴァン

フォーレ甲府ホームゲームにおけるオーロラビジョンへの掲示を行いま

した。

　今後もこうした取り組みを引き続き実施することにより、労働委員会

の認知度向上及び制度活用の促進を図るとともに、働き方改革による労

働条件の変化や雇用形態の多様化等を反映して、より複雑化する労働紛

争について、公労使三者構成という特性を生かした専門的紛争解決機関

として一層研鑽し、公正かつ迅速な解決に努めていきたいと考えており

ます。

　この年報が、労働委員会への理解を深めていただくことや、労使関係

者をはじめ、労働問題に関心を寄せられている皆様の参考となり、より

よい労使関係の確立のための一助となれば幸いです。

令和 5 年 3 月

山梨県労働委員会事務局
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雇用形態の概況と労働組合の組織状況 
 

１ 雇用形態の概況 

 総務省統計局が四半期ごとにまとめている労働力調査詳細集計の「令和４年

7～9月平均」によると、正規の労働者数（職員・従業員）は3,586万人、非正

規の労働者数（職員・従業員）は2,120万人であり、全労働者数における非正

規の労働者数の割合は37.2％となっている。 

 非正規労働者のうち、パート及びアルバイトの数は1,494万人、労働者派遣

事業所の派遣社員は153万人、契約社員及び嘱託は391万人、その他82万人とな

っている。 
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２ 労働組合の組織状況 

  令和4年6月30日現在の全国の労働組合数（※１）は47,495組合（前年48,239

組合）、労働組合員数（※２）は9,992,373人（前年10,077,877人）、推定組織

率は16.5%（前年16.9%）となっており、前年より組合数で744組合の減少、組

合員数で85,504人の減少、推定組織率で0.4ポイントの減少となった。（厚生労働

省調べ） 

 県内の労働組合数（※１）は296組合（前年294組合）、労働組合員数（※２） 

41,266人（前年41,236人）、推定組織率（※３）は11.0％（前年11.1％）とな

っており、前年と比較して組合数は2組合の増加、組合員数で30人の増加、推

定組織率は0.1ポイントの減少となった。（※４） 

 産業別にみると、労働組合数では「製造業」が60組合（20.3％）で最も多

く、次に「公務」が46組合（15.5％）、「学術研究,専門・技術サービス業・

生活関連サービス業,娯楽業・複合サービス事業・サービス業（他に分類され

ないもの）」が30組合（10.1％）の順になっている。 

 労働組合員数では「製造業」が10,281人（24.9％）で最も多く、次に「公

務」が7,227人（17.5％）、「教育・学習支援業」が5,324人（12.9％）の順に

なっている。（県産業労働部労政雇用課調べ）（※５） 

※１ 全国及び県内の労働組合数は、単位組織組合及び単一組織組合の下部組織である単位

扱組合をそれぞれ1組合として集計したもの 

 ・単位組織組合：規約上労働者が当該組織に個人加入する形式をとり、かつ、その内部に

独自の活動を行い得る下部組織（支部等）を持たない労働組合をいう。 

 ・単一組織組合：規約上労働者が当該組織に個人加入する形式をとり、かつ、その内部に

下部組織（支部等）を有する労働組合をいう。 

 ・単位扱組合：単一組織組合の最下部の組織（支部等）をいう。 

※２ 全国及び県内の労働組合員数は、単位組織組合及び単一組織組合の下部組織である単

位扱組合の組合員数と、単一組織組合の本部及び連合扱組合に直属する組合員数を集計し

たもの。単一組織組合には、下部組織に属していない本部の組合員が存在する。 

※３ 県内の推定組織率は、労働組合員数を推定雇用者数で除した数値であり、次の方法に

より算出したものである。 

  ・平成26年経済センサス基礎調査による県内の雇用者数＝349,674人･････････① 

  ・雇用者伸び率＝令和4年6月の全国の雇用者数÷平成26年6月の全国の雇用者数 

         ＝60,480,000 ÷ 56,170,000 ････････････② 

  ・令和4年本県の推定雇用者数＝①×②＝376,505人･････････③ 

  ・令和4年推定組織率＝（令和4年労働組合員数）÷③×100＝11.0% 

※４ 県内の「労働組合数」及び「労働組合員数」の過去からの推移については3ページを参照 

※５ 県内の産業別の「労働組合数」及び「労働組合員数」の内訳については4ページを参照 
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第１章 労働委員会の概要 

 

第１節 組  織  等 
 
 
１ 労働委員会 
 
 労働委員会は、中立・公正な立場で労使間の紛争解決を図るため、地方自治

法及び労働組合法に基づいて県に設置された行政機関であり、労働委員会の委

員は、公益を代表する者（公益委員）、労働者を代表する者（労働者委員）及

び使用者を代表する者（使用者委員）各側５名の計 15 名で構成されている。 

 公益委員は使用者委員及び労働者委員の同意を得て、知事が任命する。また、

労働者委員は労働組合、使用者委員は使用者団体の推薦に基づき、知事が任命

する。任期は 2 年であり、再任を妨げない。 

 
 
２ 委員 
  
 第 44 期委員は令和３年７月１日に任命され、任期は令和５年６月 30 日まで

である。 
第４４期山梨県労働委員会委員名簿 

                         ◎会長  ○会長代理 

 

氏  名 職業・役職 備考 

◎小野 正毅 弁護士 再任 

○堀内 寿人  弁護士 再任 

 赤池 幸江 特定社会保険労務士 再任 

 窪田 哲也 公認会計士 再任 

 齋藤 雅代 山梨学院大学教授 再任 

 窪田 清 連合山梨会長 再任 

 佐々木 琢郎 ＵＡゼンセン山梨県支部前支部長 新任 

 杉原 孝一 ＴＤＫ労働組合甲府支部長 再任 

 坪井 茂 ＮＴＴ労働組合東京総支部山梨県域分会支部長 再任 

 宮下 竜三 富士急行労働組合執行委員長 再任 

 小林 隆二 山梨県経営者協会参与 再任 

 浦田 勉 浦田勉税理士事務所代表 新任 

 栗山 直樹 (株)栗山商店代表取締役社長 再任 

 長坂 正彦 (株)ワイ・シー・シー代表取締役社長 再任 

 古屋 哲彦 社会保険労務士法人総務サポート顧問 再任 

令和 5年 3月 1日現在 

公 

益 

委 

員 

労 

働 

者 

委 

員 

使 

用 

者 

委 

員 
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３ あっせん員候補者 
 
 労働委員会は、労働争議の公正な調整を図るため、労働関係調整法第 10 条の

定めにより「あっせん員候補者」を委嘱し、その候補者名簿を備え、関係当事

者からの申請又は職権に基づいて労働委員会が労働争議のあっせんをしようと

するときは、その名簿に記載されている者の中から会長が指名してあっせんに

当たらせる。ただし、労働委員会の同意があればあっせん員候補者名簿に記載

されていない者を臨時にあっせん員に委嘱することもできる。なお、あっせん

員候補者は現委員のほか、事務局職員の中からも委嘱している。 

 

あっせん員候補者名簿 

 

  

氏  名 役     職 委嘱年月日 

 小野 正毅 山梨県労働委員会公益委員 平 27. 7. 2 

 堀内 寿人 山梨県労働委員会公益委員 令 1.  7. 1 

 赤池 幸江 山梨県労働委員会公益委員 平 29. 7. 3 

 窪田 哲也 山梨県労働委員会公益委員 令 1.  7. 1 

 齋藤 雅代 山梨県労働委員会公益委員 平 27. 7. 2 

 窪田 清 山梨県労働委員会労働者委員 平 23. 7. 1 

 佐々木 琢郎 山梨県労働委員会労働者委員 令 3.  7. 1 

 杉原 孝一 山梨県労働委員会労働者委員 令 1.  7. 1 

 坪井 茂  山梨県労働委員会労働者委員 平 31. 1.23 

 宮下 竜三 山梨県労働委員会労働者委員 令 1.  7. 1 

 小林 隆二 山梨県労働委員会使用者委員 平 23. 7. 1 

 浦田 勉 山梨県労働委員会使用者委員 令 3.  7. 1 

 栗山 直樹 山梨県労働委員会使用者委員 平 29. 7. 3 

 長坂 正彦 山梨県労働委員会使用者委員 平 29. 7. 3 

 古屋 哲彦 山梨県労働委員会使用者委員 平 29. 7. 3 

 渡辺 真太郎 山梨県労働委員会事務局長 令 3.  4.21 

 丸山 正雄 山梨県労働委員会事務局次長 令 4.  4.20 

令和 5 年 3 月 1 日現在 
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４ 事務局 
 
 労働委員会に関する事務を行うために事務局を置き、知事が会長の同意を得

てその組織を定め、職員を任命することとされている。 

 当委員会の事務局の組織は、平成 16 年４月から、総務担当と審査調整担当が

統合され、総務審査担当となり、令和４年度における職員数は７名である。 

 

[組織図（令和４年度）] 
                                    

         事務局長     次長     総務審査担当（5 名） 

 

第２節 運  営 
 
１ 労働委員会の職務権限 
 
 労働委員会の職務権限は労働組合法（労組法）、労働関係調整法（労調法）

及び地方公営企業等の労働関係に関する法律（地公労法）等に規定されている

が、その主なものは次のとおりである。 

(1)  労働組合の資格審査及び決定（労組法第 5 条第 1 項、第 11 条） 

(2)  労働協約の拡張適用の決議（労組法第 18 条） 

(3)  不当労働行為救済申立事件の審査及び判定（労組法第 27 条） 

(4)  公益事業における争議行為予告違反に対する処罰請求（労調法第 42 条） 

(5)  地方公営企業等の使用者の利益代表者の範囲に係る認定及び告示（地公労

法第 5 条第 2 項） 

(6)  公益事業における争議行為予告通知の受理（労調法第 37 条） 

(7)  争議行為発生届の受理（労調法第 9 条） 

(8)  労働争議の調整（労組法第 20 条、労調法第 12、18、30 条） 

(9)  公共職業安定所に対する争議状態に関する通報（職業安定法第 20 条、労

働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関

する法律 第 24 条） 

(10)   個別的労使紛争に係るあっせん（個別労働関係紛争の解決の促進に関する

法律 第 20 条第 1 項、知事からの委任） 

     

  以上のうち、(1)(3)(4)(5)の権限は公益委員のみに属している。 
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３ あっせん員候補者 
 
 労働委員会は、労働争議の公正な調整を図るため、労働関係調整法第 10 条の

定めにより「あっせん員候補者」を委嘱し、その候補者名簿を備え、関係当事

者からの申請又は職権に基づいて労働委員会が労働争議のあっせんをしようと

するときは、その名簿に記載されている者の中から会長が指名してあっせんに

当たらせる。ただし、労働委員会の同意があればあっせん員候補者名簿に記載

されていない者を臨時にあっせん員に委嘱することもできる。なお、あっせん

員候補者は現委員のほか、事務局職員の中からも委嘱している。 

 

あっせん員候補者名簿 

 

  

氏  名 役     職 委嘱年月日 

 小野 正毅 山梨県労働委員会公益委員 平 27. 7. 2 

 堀内 寿人 山梨県労働委員会公益委員 令 1.  7. 1 

 赤池 幸江 山梨県労働委員会公益委員 平 29. 7. 3 

 窪田 哲也 山梨県労働委員会公益委員 令 1.  7. 1 

 齋藤 雅代 山梨県労働委員会公益委員 平 27. 7. 2 

 窪田 清 山梨県労働委員会労働者委員 平 23. 7. 1 

 佐々木 琢郎 山梨県労働委員会労働者委員 令 3.  7. 1 

 杉原 孝一 山梨県労働委員会労働者委員 令 1.  7. 1 

 坪井 茂  山梨県労働委員会労働者委員 平 31. 1.23 

 宮下 竜三 山梨県労働委員会労働者委員 令 1.  7. 1 

 小林 隆二 山梨県労働委員会使用者委員 平 23. 7. 1 

 浦田 勉 山梨県労働委員会使用者委員 令 3.  7. 1 

 栗山 直樹 山梨県労働委員会使用者委員 平 29. 7. 3 

 長坂 正彦 山梨県労働委員会使用者委員 平 29. 7. 3 

 古屋 哲彦 山梨県労働委員会使用者委員 平 29. 7. 3 

 渡辺 真太郎 山梨県労働委員会事務局長 令 3.  4.21 

 丸山 正雄 山梨県労働委員会事務局次長 令 4.  4.20 

令和 5 年 3 月 1 日現在 
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２ 会議・研修 
 
 労働委員会の運営は合議制の原則から全て会議を通じて行われる。中心とな

る会議は三者構成の委員全員によって開催される総会、公益委員のみで開催さ

れ、準司法的手続によって問題を処理する公益委員会議、各労働委員会相互間

の連絡を密にして事務処理について必要な統一と調整を図るために開催される

連絡協議会及び連絡会議がある。 

 また、委員及び事務局職員の専門的知識の習得及び業務処理能力の向上を図

るため、定期的に研修を実施するとともに、外部の研修に委員及び事務局職員

を派遣している。（なお、会議には実質的には研修と呼べる内容のものもある

が、第２章では名称により会議と研修を分類している。） 
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第２章 会議・研修 

 

第１節 総  会 

 

 総会は労働委員会規則の定めるところにより毎月定期的に開催されるほか、

必要に応じて臨時に開催される。総会では労働委員会規則第 5条第 1項に規定

された事項を審議決定するほか、公益委員会議、調停委員会、仲裁委員会、総

会の決議によって設置される小委員会及びあっせん員からの報告を受けてい

る。 

 令和４年中は第 1097 回から第 1108 回まで 12 回開催された。内容について

は、以下のとおりである。 

 

開催 

回数 

開催 

年月日 

出席委員 
付議事項 

公益 労働 使用 

1097 R4. 

1.26 

（書面

開催） 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

佐々木 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 令和３年度関東地区労使関係セミナ

ー（第３回）の協賛名義の使用許可につ

いて 

２ 第 1096 回定例総会議事録について 

３ 令和３年（個）第６号あっせん事件に

ついて 

４ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R3.2.24 通知分） 

５ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R3.10.19 通知分） 

６ その他の報告事項等 

1098 R4. 

2.16 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

佐々木 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 令和４年度山梨県労働委員会活性化

のための行動計画の策定について 

２ 第 1097 回定例総会議事録について 

３ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R3.2.24 通知分） 

４ その他の報告事項等 
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第２章 会議・研修 

 

第１節 総  会 

 

 総会は労働委員会規則の定めるところにより毎月定期的に開催されるほか、

必要に応じて臨時に開催される。総会では労働委員会規則第 5条第 1項に規定

された事項を審議決定するほか、公益委員会議、調停委員会、仲裁委員会、総

会の決議によって設置される小委員会及びあっせん員からの報告を受けてい

る。 

 令和４年中は第 1097 回から第 1108 回まで 12 回開催された。内容について

は、以下のとおりである。 

 

開催 

回数 

開催 

年月日 

出席委員 
付議事項 

公益 労働 使用 

1097 R4. 

1.26 

（書面

開催） 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

佐々木 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 令和３年度関東地区労使関係セミナ

ー（第３回）の協賛名義の使用許可につ

いて 

２ 第 1096 回定例総会議事録について 

３ 令和３年（個）第６号あっせん事件に

ついて 

４ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R3.2.24 通知分） 

５ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R3.10.19 通知分） 

６ その他の報告事項等 

1098 R4. 

2.16 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

佐々木 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 令和４年度山梨県労働委員会活性化

のための行動計画の策定について 

２ 第 1097 回定例総会議事録について 

３ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R3.2.24 通知分） 

４ その他の報告事項等 
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開催 

回数 

開催 

年月日 

出席委員 
付議事項 

公益 労働 使用 

1099 R4. 

3.23 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

佐々木 

杉原 

坪井 

 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 審査関係事務処理要領の改正につい

て 

２ 第 1098 回定例総会議事録について 

３ 令和４年（個）第１号あっせん事件に

ついて 

４ 令和４年（個）第２号あっせん事件に

ついて 

５ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R3.2.24 通知分） 

６ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R4.2.17 通知分） 

７ その他の報告事項等 

1100 R4. 

4.20 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

佐々木 

杉原 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ あっせん員候補者の委嘱及び解任に

ついて                                      

２ 第 1099 回定例総会議事録について                

３ 令和４年（個）第１号あっせん事件に

ついて 

４ 令和４年（個）第２号あっせん事件に

ついて 

５ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R3.2.24 通知分） 

６ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R4.2.17 通知分） 

７ その他の報告事項等 
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開催 

回数 

開催 

年月日 

出席委員 付議事項 

公益 労働 使用 

1101 R4. 

5.25 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

佐々木 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

古屋 

１ 山梨県労働委員会運営規程の改正に

ついて 

２ 令和４年度関東地区労使関係セミナ

ー（第１回）に対する協賛名義の使用の

許可について 

３ 第 1100 回定例総会議事録について 

４ 令和４年（個）第２号あっせん事件に

ついて 

５ 令和４年（個）第３号あっせん事件に

ついて 

６ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について 

７ 第 87 回関東ブロック労働委員会公益

委員連絡会議議題の回答について 

８ その他の報告事項等 

1102 R4. 

6.22 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

佐々木 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 第 1101 回定例総会議事録について 

２ 労働委員会の実務へのＩＴの活用状

況の調査について 

３ 令和４年（個）第２号あっせん事件に

ついて 

４ 令和４年（個）第３号あっせん事件に

ついて 

５ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について 

６ その他の報告事項等 
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開催 

回数 

開催 

年月日 

出席委員 付議事項 

公益 労働 使用 

1103 R4. 

7.27 

（書面

開催） 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

佐々木 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 第 1102 回定例総会議事録について 

２ 令和４年（個）第２号あっせん事件に

ついて 

３ 令和４年（個）第３号事件あっせんに

ついて 

４ 令和４年（個）第４号事件あっせんに

ついて 

５ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について 

６ その他の報告事項等 

1104 R4. 

8.24 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 令和４年度個別労働関係紛争処理制

度に係る周知月間の取組みについて 

２ 令和４年度関東地区労使関係セミナ

ー（第２回）の協賛名義の使用許可につ

いて 

３ 第 1103 回定例総会議事録について 

４ 令和４年（個）第４号あっせん事件に

ついて 

５ 令和４年（個）第５号あっせん事件に

ついて 

６ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について 

７ 第 151 回関東ブロック労働委員会三

者連絡会議、第 90 回関東ブロック労働

委員会公益連絡会議及び第 152 回関東

ブロック労働委員会三者連絡協議会第

1回運営委員会について 

８ その他の報告事項等 
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開催 

回数 

開催 

年月日 

出席委員 付議事項 

公益 労働 使用 

1105 R4. 

9.28 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

窪田 

佐々木 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 「ワークルール検定 2022・秋」の後

援名義の使用許可について 

２ 第 1104 回定例総会議事録について 

３ 令和４年（個）第５号あっせん事件に

ついて 

４ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について 

５ その他の報告事項等 

1106 R4. 

10.26 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

窪田 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 第 1105 回定例総会議事録について 

２ 令和４年（個）第５号あっせん事件に

ついて 

３ 令和４年（個）第６号あっせん事件に

ついて 

４ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について 

５ その他の報告事項等 

1107 R4. 

11.16 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

齋藤 

窪田 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 第 1106 回定例総会議事録について 

２ 令和４年（個）第５号あっせん事件に

ついて 

３ 令和４年（調）第１号あっせん事件に

ついて 

４ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R4.2.17 通知分） 

５ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について（R4.10.28 通知分） 

６ 第 150 回関東ブロック労働委員会三

者連絡協議会第 1 回運営委員会の概要

について 

７ その他の報告事項等 
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第２節 公益委員会議 

 

 公益委員会議は労働委員会が行う権限のうち準司法的機能、すなわち労働組

合法第 5 条、第 7 条、第 11 条及び第 27 条並びに労働関係調整法第 42条による

処分、更に地方公営企業等の労働関係に関する法律第 5条第 2項に規定する事

項を審議決定する。 

 令和４年については、公益委員会議は開催されなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催 

回数 

開催 

年月日 

出席委員 付議事項 

公益 労働 使用 

1108 R4. 

12.21 

小野 

堀内 

赤池 

窪田 

 

窪田 

佐々木 

杉原 

坪井 

宮下 

小林 

浦田 

栗山 

長坂 

古屋 

１ 「令和４年度関東地区労使関係セミナー

（第３回）」に対する協賛名義の使用の

許可について 

２ 第 1107 回定例総会議事録について 

３ 令和４年（調）第１号あっせん事件に

ついて 

４ 令和４年（調）第 2 号あっせん事件に

ついて 

５ 争議行為予告に係る労働争議の実情

について 

６ その他の報告事項等 
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第３節 連絡協議会、連絡会議及びその他の会議 

 

 労働委員会は労働者、使用者及び公益の各委員からなる「連絡協議会」、会

長、公益委員及び事務局長をそれぞれ対象とした「連絡会議」並びに事務局の

課長等を対象とした課長会議等を全国又はブロック単位で定期的に開催し、委

員等相互の連絡を密にして事務処理について必要な統一と調整を図っている。

令和４年中の開催状況は、以下のとおりである。 

 

１ 連絡協議会 

【全国会議】 

 第 77 回全国労働委員会連絡協議会総会（東京都） 

開催年月日 R4.11.17 ～ R4.11.18 

開催場所   国立オリンピック記念青少年総合センター 

出席委員  （公）小野、赤池、（労）窪田、宮下、（使）浦田、古屋 

議  題 

１ 労働委員会の広報活動について（中国ブロック公労使提案） 

２ 労働委員会在り方・ビジョン検討小委員会の中間報告につい

て（中労委提案） 

３ 【講演】「労働紛争の多様化と労働委員会の新たな役割」 

４ 労働施策総合推進法の全面施行を踏まえた、労働委員会にお

けるパワーハラスメントに係るあっせん事件への対応について

（関東ブロック公労使提案） 

 

【ブロック会議】 

（１）第 148 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会（書面及びＷｅｂ開催） 

開催年月日   R4.5.12 

開催場所   ─ 

出席委員  （公）小野、赤池、（労）杉原、坪井、（使）浦田、栗山 

議  題 

１ 雇用関係終了後の時間経過 と「使用者が雇用する労働者」 へ

の該当性 について（群馬県提案） 

２ あっせん事件における解雇の金銭解決について（長野県提案） 
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（２）第 149 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会（書面及びＷｅｂ開催） 

開催年月日   R4.9.13 

開催場所   ─ 

出席委員  （公）窪田、齋藤、（労）佐々木、宮下、（使）栗山、長坂 

議  題 

１ 組合からの対面による団体交渉の申入れに対して、会社がオ

ンラインによる団体交渉にしか応じられないとして団体交渉に

応じなかった場合、不当労働行為に当たるか。（埼玉県提案） 

２ 集団事件における立会団交について（群馬県提案） 

 

２ 連絡会議 

【全国会議】 

全国労働委員会連絡協議会公益委員連絡会議（東京都） 

開催年月日   R4.11.17 

開催場所   国立オリンピック記念青少年総合センター 

出席委員  小野、赤池 

議  題 
１ 【講演】「民事裁判のIT化」 

２ 【講演】「山形大学事件最高裁判決」 

 

【ブロック会議】 

第 87 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議（書面開催） 

開催年月日   R4.5.12 

開催場所   ─ 

議  題 
１ 同族会社のいわゆる「オーナー」の使用者性について（長野

県提案） 
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第 88 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議（書面開催） 

開催年月日   R4.9.13 

開催場所   ─ 

議  題 
１ 労働者側の粗暴な言動等と団体交渉拒否の「正当な理由」の

該当性について（群馬県提案） 

 

３ その他の会議 

【全国会議】 

（１）全国労働委員会事務局審査主管課長会議（東京都） 

開催年月日   R4.11.28 

開催場所   東京都港区 労働委員会会館 

議  題 

１ 資格審査における「全国的規模をもつ労働組合」の判断基準

について 

２ 審査人材の確保・育成について 

３ ウェブ会議による調査について 

４ 労働委員会在り方・ビジョン検討委員会の現状について 

 

（２）全国労働委員会事務局調整主管課長会議（東京都） 

開催年月日   R4.11.29 

開催場所   東京都港区 労働委員会会館 

議  題 

１ 調整業務の運営について 
２ 事例報告（労働争議調整事件・個別労働紛争から各１件） 
３ 業務報告（労働争議調整事件解決率の向上に向けた取り組み

等について） 
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【ブロック会議】 

（１）関東ブロック労委労協第 44 回総会（Ｗｅｂ開催） 

開催年月日   R4.2.21 

開催場所   ― 

出席委員 窪田、坪井 

議  題 

１ 報告事項 

２ 協議事項 

３ 各都県労委年間活動状況報告 

 

（２）関東ブロック労委労協幹事会（神奈川県） 

開催年月日   R4.12.11 ～ R4.12.12 

開催場所   連合神奈川会議室 

出席委員  窪田 

議  題 
１ 労委労協次年度方針と関東ブロック労委労協の次年度方針 
２ 次年度総会について 

３ 各都県労委の取り組みの情報交換 
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（３）西関東ブロック労働委員会事務局実務担当者会議（Ｗｅｂ開催） 

開催年月日   R4.7.29 

開催場所   ─ 

議  題 

１ 労働争議の実情調査について（静岡県提案） 

２ 労働争議のあっせんにおいて、被申請者の所在が不明で連絡

が取れない場合の対応について（静岡県提案） 

３ あっせんの迅速な実施に係る日程調整の方法について（長野

県提案） 

４ 労働組合としての適格性が争点になっている事案で、組合に

関する事項を求釈明や委員尋問で明らかにする範囲について

（長野県提案） 

５ 労働委員会における業務の IT 化の推進状況について（長野県

提案） 

６ 総会・公益委員会議の資料、議事録の取扱いについて（新潟

県提案） 

７ 会長及び会長代理の選挙について（新潟県提案） 

８ 個別労働紛争あっせん制度の周知について（新潟県提案） 

９ 個別的労使紛争のあっせん期日で申請者側への聞き取りに要

する時間について（山梨県提案） 

10 個別的労使紛争のあっせん案における清算条項について（山

梨県提案）  
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第４節 研  修 

 

 事件の申請（申立て）があった場合に、委員及び事務局職員が、情報を共有

化し、迅速かつ適切な事件処理が遂行できるよう研修を実施し、また、外部の

研修を積極的に受講している。 

 令和４年中に実施又は受講した研修は、以下のとおりである。 

 

（１）事例研修 

実施年月日       講師又は説明者 テーマ 

R4.4.20 事務局職員 １ 雇用関係終了後の時間経過と「使用者が
雇用する労働者」への該当性について（関
東ブロック労働委員会三者連絡協議会 
議題検討） 

２ あっせん事件における解雇の金銭解決
について（関東ブロック労働委員会三者連
絡協議会 議題検討） 

３ 同族会社のいわゆる「オーナー」の使用
者性について（関東ブロック労働委員会公
益委員連絡会議 議題検討） 

R4.8.24 事務局職員 １ 組合からの対面による団体交渉の申入
れに対して、会社がオンラインによる 
団体交渉にしか応じられないとして団体
交渉に応じなかった場合、不当労働行為に 
当たるか（関東ブロック労働委員会三者連
絡協議会 議題検討） 

２ 集団事件における立会団交について（関
東ブロック労働委員会三者連絡協議会 
議題検討） 

３ 労働者側の粗暴な言動等と団体交渉拒
否の「正当な理由」の該当性について（関
東ブロック労働委員会公益委員連絡会議
議題検討） 

R4.10.26 事務局職員 １ 労働委員会の広報活動について（全国労

働委員会連絡協議会総会 議題検討） 

２ 労働委員会在り方・ビジョン検討小委員

会の中間報告について（全国労働委員会連

絡協議会総会 議題検討） 

３ 労働施策総合推進法の全面施行を踏ま

えた、労働委員会におけるパワーハラスメ

ントに係るあっせん事件への対応につい
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て（全国労働委員会連絡協議会総会 議題検討）  

R4.12.21 小林委員 １【講演】組織は生き物 

 

（２）関係機関研修 

実施年月日       講師又は説明者 テーマ 

R4.2.16 
シックスセカンズ®ジャ
パン株式会社 
代表取締役 田辺 康広 氏氏 

１【講演】感情のもつれとその解決法

について 

R4.6.22 一般社団法人山梨県労働

基準協会連合会 

専務理事 星野 護 氏 

１【講演】労働基準監督署の具体的な
業務内容について 

R4.11.16 山梨労働局雇用環境・均等室 
室長 上野 由佳 氏 

１【講演】フリーランスの実態と課題
について 

 

（３）外部研修 

 ○委員対象の研修  

実施年月日       

研 修 場 所       
研修名 受講者 内 容 

R4.2.21 

Ｗｅｂ開催 

関東ブロック

労委労協研修

会 

（労） 

窪田 

坪井 

１【講演】解雇の金銭解決、コロナ禍

に起因する紛争事件の動向 

R4.9.1～2 

 

公労使委員合

同研修 

（公） 

小野 

（労） 

杉原 

（使） 

小林 

（全体研修） 

１【講演】労働委員会について―歴史

・現状・課題― 

２【講演】労働法の基礎 

３ 調整事例紹介 

４ 審査事例紹介 

（公益委員研修） 

１ 審査実務研修 

２ 和解実務研修 

３ 調整実務研修 
（労働者委員研修） 

１【講演】不当労働行為救済制度につ

いて 

２【講演】労働者性・使用者性につい

て ―ベルコ事件、セブンイレブ 

ン・ファミリーマート事件などの事

案をもとに─ 
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（使用者委員研修） 

１【講演】労組法７条の概要と不当労

働行為審査制度の概要 

２【講演】メンタルヘルスをめぐる近

年の諸問題とその対策 

３【講演】高 齢 者 が 活 躍 で き る 環 境 整 備 

R4.10.1 

Ｗｅｂ開催 

関東ブロック

労委労協委員

研修会 

（労） 

  窪田 

坪井 

１【講演】ハラスメントをめぐる法規

制の現状と課題 

２【講演】裁判官での経験を踏まえた

民事訴訟の対応と労働委員会への活

用について 

R4.12.1～2 

 

 

 

 

公労使委員個

別紛争専門研

修 

 

 

 

（公）  

窪田 

（労） 

坪井 

（使） 

古屋 

１【講演】裁判例の動向 

２【講演】労働関係法令の改正等の動向 

３ 個別紛争処理の経験が豊かな都道

府県労働委員会におけるあっせんの

成功・失敗事例発表 

４  スキル、ノウハウ、経験等に係る情報交換  

 

○事務局職員対象の研修 

実施年月日       

研 修 場 所       
研修名 内 容 

R4.6.7～9 

 

労働委員会事

務局職員中央

研修 

１【講演】労働委員会制度について 

２【講演】労働委員会事務局職員に期待すること 

３【講演】労働法の基礎 

４【講演】法律・判例の読み方講座 

（審査コース） 

１【講演】命令書（案）の起案のための作業手順 

２【講演】不当労働行為の審査手続について 

３【講演】不当労働行為における担当職員の業務 

４【演習】不利益取扱い、団体交渉拒否 

（調整コース） 

１【講演】調整業務の概要 

２【講演】労働局のあっせん制度 

３【講演】裁判所における個別労働紛争解決システム 

４【演習】実事例を基にした一連の処理について 

R4.7.13～15 

 

 

労働委員会事

務局職員個別

紛争専門研修 

１【講演】 労働関係法令の改正と動向、基本とな

る裁判例 

２【講演】 高知県労働委員会による個別紛争制度

の周知手法 

３【講演】 積極的なあっせん制度の活用について 

４【講演】 カウンセリング技法 

５【演習】事例検討、グループディスカッション 
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第３章 労働組合の資格審査及び決定 

 

 労働組合が、不当労働行為の救済を求める場合や、労働委員会の労働者委員

を推薦する場合、法人登記の手続きをする場合等には、労働組合法に規定する

資格要件を満たしていなければならない。この申請のあった労働組合が資格要

件を満たしているかどうかを審査することを「労働組合の資格審査」という。 

 令和４年中に取り扱った資格審査はなかった。 

 

 

 

第４章 労働協約の拡張適用の決議 

 

 一の地域において従業する同種の労働者の大部分が一の労働協約の適用を受

けるに至ったときは、当該労働協約の当事者の申立てに基づき、労働委員会の

決議により県知事は当該地域において従業する他の同種の労働者及びその使用

者も当該労働協約の適用を受けるべきことの決定をすることができる。 

 令和４年中に取り扱った労働協約の拡張適用はなかった。 

 

 

 

第５章 不当労働行為救済申立事件の審査及び判定 

 

 使用者が、 

  ・組合活動をする労働者を不利益に取り扱うこと 

  ・正当な理由がなく団体交渉を拒否すること 

  ・組合運営を支配し、又は介入すること 

等の労働組合法第７条で禁止する不当労働行為を行ったと組合等から申立てが

あったときに、申立内容を審査し、命令（救済・棄却）又は決定（却下）を発

する。 

 令和４年中に取り扱った不当労働行為救済申立事件はなかった。
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第６章 不当労働行為救済申立事件の再審査 

 

 不当労働行為救済申立事件における山梨県労働委員会の命令（救済・棄却）

又は決定（却下）について不服のある当事者は、中央労働委員会に再審査の申

立てを行うことができる。 

 令和４年中に山梨県労働委員会に係る再審査事件として中央労働委員会が取

り扱った事件は、次表のとおり１件であった 

 

番
号

事件番号 事件名
申立

年月日
山労委

関連事件番号
　再審査申立人
　再審査被申立人

　再審査申立て
　の要旨

終結日
終結
区分

摘要

１

中労委
令和3年
（不再）
第8号

Ｙ１事件 R3.3.16

山労委
令和元年
（不）第1号

Ｙ1事件

Ｘ１組合
Ｘ２組合員
Ｙ１法人

命令の取消し 係属中
労働組合
申立

令和４年　再審査事件一覧表
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第７章 行政訴訟 

 

 不当労働行為救済申立事件における山梨県労働委員会の命令（救済・棄却）

又は決定（却下）について不服のある当事者は、地方裁判所に取消しの訴えを

提起することができる。 

 令和４年中、山梨県労働委員会に係る行政訴訟事件として裁判所が取り扱っ

た事件は該当なかった。 

 

 

 

第８章 公益事業における争議行為予告違反に対する処罰請求 

 

 公益事業を営む事業所において争議行為を行う場合には、その当事者は争議

行為をしようとする日の少なくとも10日前までに、労働委員会と知事にその旨

を通知しなければならず（第10章参照）、労働委員会がこれに違反すると疑わ

れる事実があることを知ったときには、遅滞なく、審査を開始しなければなら

ない。また、違反した場合には、労働委員会は検察官に公訴を提起するよう要

求（処罰請求）することができる。 

 令和４年中に取り扱った争議行為予告違反に対する処罰請求はなかった。 

 

 

 

第９章 地方公営企業等の使用者の利益代表者の 

範囲に係る認定及び告示  

 

 地方公営企業又は特定地方独立行政法人に勤務する一般職の職員が結成又は

加入する労働組合について、職員のうち労働組合法第2条第1号に規定する者の

範囲、いわゆる使用者の利益代表者の範囲を、当事者からの申出等に基づき公

益委員会議で必要があると認める場合に、労働委員会はその範囲を認定して告

示することとなっている。 

 令和４年中に取り扱った認定及び告示はなかった。 
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第６章 不当労働行為救済申立事件の再審査 

 

 不当労働行為救済申立事件における山梨県労働委員会の命令（救済・棄却）

又は決定（却下）について不服のある当事者は、中央労働委員会に再審査の申

立てを行うことができる。 

 令和４年中に山梨県労働委員会に係る再審査事件として中央労働委員会が取

り扱った事件は、次表のとおり１件であった 

 

番
号

事件番号 事件名
申立

年月日
山労委

関連事件番号
　再審査申立人
　再審査被申立人

　再審査申立て
　の要旨

終結日
終結
区分

摘要

１

中労委
令和3年
（不再）
第8号

Ｙ１事件 R3.3.16

山労委
令和元年
（不）第1号

Ｙ1事件

Ｘ１組合
Ｘ２組合員
Ｙ１法人

命令の取消し 係属中
労働組合
申立

令和４年　再審査事件一覧表
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第10章 公益事業における争議行為予告通知の受理 

 

１ 概要 

 

 公益事業において争議行為をしようとする場合には、当事者は10日前までに、

労働委員会と知事にその旨を通知（争議行為予告通知）しなければならない。 

 争議行為が発生している状態又は発生する恐れがある状態を労働争議といい、 

公益事業に係る労働争議が発生したときは、労働委員会は速やかにその実情を

調査しなければならない。 

 

 

２ 処理状況 

 

 令和４年中に受理した争議行為予告通知は次表のとおり２件であり、それぞ

れ実情調査を行った。 

 

 

山梨民主医療機
関労働組合

1,100
賃上げ、夏季一時金
等

R4.2.17 R4.10.21 解決 あり

山梨民主医療機
関労働組合

1,100 年末一時金等 R4.10.28 R4.12.2 解決 あり

令和４年争議行為予告通知者及び実情調査結果一覧表

通　知　者
組合
員数

交渉事項 通知日
労働争議
終結日

終結
事由

争議
行為
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第11章 争議行為発生届の受理 

 

１ 概要 

 

争議行為が発生したときは、当事者は直ちに労働委員会又は知事にその旨を

届け出なければならない。 

なお、公益事業以外の事業において、労働委員会が争議行為発生届の受理を

契機に当該事業に係る労働争議の発生を知り得たときには、労働委員会は必要

に応じその実情を調査する。 

 

 

２ 処理状況   

 

 令和４年中に受理した争議行為発生届は次表のとおり２件であった。 

 なお、いずれも公益事業に係る争議であり、事前に争議行為予告通知が提出

されている。（第10章参照） 

 

山梨民主医療機
関労働組合

1,100
賃上げ、夏季一時金
等

R4.2.17 R4.3.10 R4.10.21 解決 あり

山梨民主医療機
関労働組合

1,100 年末一時金等 R4.10.28 R4.11.10 R4.12.2 解決 あり

令和４年争議行為発生届出者及び実情調査結果一覧表

通　知　者
組合
員数

交渉事項
争議行為
実施日

労働争議
終結日

終結
事由

争議
行為

届出日
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第12章 労働争議の調整 

 

１ 事件の処理状況 

 

 労働組合と使用者との間で労働条件や労使関係に関する話合いが進まず、自

主的な解決がどうしても困難であるとして当事者からの申請があった場合、申

請に基づき労働委員会は労働争議の調整を行う。労働争議の調整方法には、

「あっせん」、「調停」、「仲裁」の三つがある。 

 令和４年中に取り扱った調整事件は、次表のとおり「あっせん」２件であっ

た。 
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２ 事件の概要 

 

（１）令和4年(調)第1号あっせん事件 

 

ア 申 請 者 Ｘ労働組合 

イ 被 申 請 者 Ｙ社 

ウ 業 種 医療、福祉 

エ 申 請 年 月 日 令和4年11月 7日 

オ あっせん員指名年月日 令和4年11月30日 

カ 終 結 年 月 日 令和4年12月14日 

キ 終 結 状 況 解決 

ク あっせん事項 ①Ａ組合員及びＢ組合員に対する退職金の支払い 

         ②Ａ組合員及びＢ組合員に対する所定有給休暇の付与並び 

          に廃業日までの完全取得又は残余分買上げ 

         ③Ｂ組合員に係る雇用保険の遡及加入 

ケ あ っ せ ん 員 （公）堀内寿人 （労）窪田清 （使）小林隆二 

コ 申請に至るまでの経過 

 平成28年にＢが、同29年にＡが、それぞれＹ社に採用された。Ｙ社の就業

規則に退職金規定はなく、Ａ及びＢの雇用条件通知書上、退職金はない旨明

記されていた。 

令和4年8月下旬、Ｙ社は、Ａ及びＢに対し、経営悪化を理由として別の職

種への転換及びそれに伴う賃金の引き下げを勧奨したが、両者が直ちに回答

しなかったところ、同月中に、Ｙ社は両者に退職を勧奨した。 

その後1週間のうちに、Ａは、Ｘ労働組合へ相談をし、その場で組合に加

入した。Ｘ労働組合はＹ社へＡ組合員は退職勧奨に応じないことを通知する

とともに、退職勧奨理由の説明を求め、団体交渉を申し入れ、9月下旬には

団体交渉が開催され、労使は話し合いで穏便に紛争を解決していく方針を確

認した。 

しかし、同月末、Ｙ社はＡ組合員を含む事業所の全従業員に対し、翌月末

での廃業及び解雇予告を通知した。その後、全従業員がＹ社と交渉した結果、

Ｙ社は、廃業時期を2か月程度延期し解雇予告も撤回したものの、正確な廃

業日は示さず、また、退職金の支給や退職までの所定の有給休暇の消化方法

などについても、積極的に説明及び調整しない状況が続いた。 

10月中旬に、Ｘ労働組合はＹ社へ要求書を提出し、①退職金は、勤続年数

に応じ、会社都合として全額支給すること、②有給休暇残余日数相当分を解
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決金で支払うことを求めるとともに、6日後に団体交渉を開催することを申

し入れた。要求書の提出があった同日、Ｙ社は、全従業員に対し、廃業日を

12月下旬のいずれかの日とすることを個別に伝達し始めた。 

10月22日、Ｂは組合に加入した。Ｘ労働組合は、使用者へ要求書を提出し、

追加でＢ組合員の雇用保険遡及加入を求め、改めて先の要求書と同日での団

体交渉開催を申し入れた。 

しかし、同日の前日に、Ｙ社は、Ｂ組合員を雇用保険に加入させる旨回答

したものの詳細は示さず、併せて団体交渉期日を延期するよう要請した。 

 令和4年11月7日、Ｘ労働組合は、本労働委員会にあっせん申請書を提出し

た。 

 

サ あっせん申請後の経過 

  令和4年11月17日 Ｙ社は、Ａ組合員及びＢ組合員に対し、解雇予告を通知 

した。 

11月28日 Ｙ社は、あっせんへの参加を応諾した。 

12月14日 第1回あっせんを開催した。 

 

 （Ｘ労働組合の主張） 

  赤字経営を殊更に強調するＹ社に対し、令和４年春から始めた新規利用希

望者の受入拒否を中止すれば経営は改善する、と繰り返し進言していたもの

の、Ｙ社は明確に説明をしないまま、8月には両組合員に対して、賃金引き

下げを伴う職種転換や退職の勧奨を唐突に行うまでに至り、納得できない。

また、退職自体は争わないが、退職金については、過去、雇用条件通知書で

支給がない旨明記された従業員であっても支給された例があることを確認し

ている。 

 

 （Ｙ社の主張） 

  全体として利用者が減っており、赤字となった数年前から廃業を視野に入

れていた。今春までには事業縮小を決め、事業所の管理者Ｃに対し、新規利

用希望者の受入拒否を指示した。その後も、人件費の高い職員の職種転換や

退職勧奨などにより、段階的な事業縮小を試みたが、9月の第１回団体交渉

を機に挫折し、10月末での廃業及び社長を除く全従業員の解雇を決めた。し

かし、実務上の理由で従業員側から廃業日の再考を促されたため、廃業日を

12月下旬に改めた。現在、廃業の撤回や廃業日の変更の余地はない。 

なお、10月中旬までに、全従業員の有給休暇残日数を正確に計算して管理
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者Ｃに伝え、廃業日までに全従業員が計画的に消化するよう指示しているほ

か、Ｂ組合員の雇用保険遡及開始手続も順を追って進めている。 

退職金について、雇用条件通知書上は「なし」と明記した従業員であって

も、退職金を支払ったことはある。今回の廃業及び解雇に当たっても、可能

な限り全従業員に退職金を支払いたい。一方で、雇用条件通知書で退職金が

ある旨明記された従業員の過去の支給基準も、組合が要求する算定基準を大

幅に下回っており、両組合員以外の従業員にも退職金を支払いたいこと、ま

た、現在の会社の資産状況が極めて厳しいことを考えると、○万円が、金額

としては限界である。 

  また、12月下旬に廃業した後も、法人を解散させる予定はなく、休眠状態

として残余財産の整理をする方針である。 

 

（あっせん員の意見） 

  あっせん員は、今回の事業縮小や廃業が、使用者としては前々から念頭に

置いていたものであったとしても、従業員にとっては不意打ちであり、全体

の経過についても説明不足であることを指摘した。 

また、法人として残すとなると、このあっせんで解決できなかった場合、

今後、不当労働行為の救済申立てや労働審判で争われる可能性もあることな

どを説明しながら、退職金の譲歩を促した。 

 

  あっせん員が両当事者への説得を重ねた結果、最終的に両当事者は、両組

合員への退職金相当額を割増した上で解決金として支払われることで了承し

た。その後、あっせん員は、その他詳細を検討した上であっせん案を提示し、

これに両当事者が応諾した。 

 

  あっせん案（要旨） 

１ Ｙ社は、Ａ組合員に対し○円を、Ｂ組合員に対し○円を、解決金として、 

それぞれ支払う。 

２ Ｙ社は、Ａ組合員及びＢ組合員に、廃業日までに、それぞれ所定の有給

休暇を取得させる。 

３ Ｙ社は、Ｂ組合員の雇用保険遡及加入手続を進めるとともに、その進捗

状況を、適宜伝える。 

４ 口外禁止条項 

５ 清算条項 
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（2）令和4年(調)第2号あっせん事件 

 

ア 申 請 者 Ｘ労働組合 

イ 被 申 請 者 Ｙ社 

ウ 業 種 製造業 

エ 申 請 年 月 日 令和4年11月21日 

オ あっせん員指名年月日 令和4年12月26日 

カ 終 結 年 月 日 － 

キ 終 結 状 況 係属中 

ク あっせん事項 ①団体交渉に応じること。 

         ②退職事由をいったん撤回した上で、協議すること。 

         ③雇用保険の離職票手続を行うこと。 

         ④健康保険の傷病手当金支給手続を行うこと。 

ケ あ っ せ ん 員 （公）赤池幸江 （労）坪井茂 （使）長坂正彦 

コ 申請に至るまでの経過 

 平成29年4月、ＡはＹ社に採用された。 

令和3年7月、Ａは勤務中の事故で労災認定を受け、同年11月に症状固定の

診断を受けるまで休業補償を受けた。Ａが症状固定以降も復職しなかったこ

とに対し、Ｙ社は、状況の報告を複数回求めたものの回答が得られなかった

として、令和4年7月中途をもって自己都合による退職として処理した。 

  令和4年10月、ＡはＸ労働組合に加入した。その後、Ｘ労働組合はＹ社に

対し、Ａ組合員の退職事由には納得できないとして、団体交渉の申し入れを

行った。しかし、Ｙ社は、いったんは交渉指定日に都合がつかないことを理

由に日程の再調整を要求するも、その後団体交渉を行わない旨決定し、Ⅹに

通知した。 

  令和4年11月21日、Ｘ労働組合は、本労働委員会にあっせん申請書を提出

した。 
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第13章 公共職業安定所に対する争議状態に関する通報 

 

 労働委員会は、公共職業安定所に対して、事業所において同盟罷業又は作業

所閉鎖に至るおそれの多い争議が発生していること及び求職者を無制限に紹介

することによって、当該争議の解決が妨げられることを通報することができ

る。通報が行われた場合、公共職業安定所は当該事業所に対し、求職者の紹介

ができなくなる。 

 令和４年中に公共職業安定所に通報を行ったものはなかった。 
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第14章 個別的労使紛争に係るあっせん 

 

１ 事件の処理状況 

 

 平成13年10月に「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」が施行され、

同法第20条では、地方公共団体は、個別的労使紛争に係るあっせん等の施策を

推進するよう努めることとされた。本県においては、あっせんについて、地方

自治法第180条の2の規定に基づき、当労働委員会が知事の委任を受けて実施し

ている。 

 令和４年中に取り扱った個別的労使紛争に係るあっせん事件は６件であり、

内容については次のとおりである。 

 

 

申請日

あっせん員
指名日

R4.2.22

R4.3.28

R4.4.21

－

R4.8.26

－

あっ
せん
回数

終結
区分

終結日
処理
日数

事件
番号

業種
従業
員数

あっせん事項 あっせん員

R4.3.28 494-1
医療、
福祉

3 関係者への事案報告及び謝罪
(公)  窪田哲也
(労)  坪井茂
(使)  小林隆二

1 解決

R4.2.8

解決 R4.6.16 1084-2
卸売業、
小売業

85

未払い賃金
退職金
社内暴力行為黙認に係る説明及び謝
罪
労災認定への協力

(公)  齋藤雅代
(労)  杉原孝一
(使)  栗山直樹

2

R4.3.1

R4.6.2 574-3
卸売業、
小売業

1,400
パワハラ・嫌がらせの加害者への処分
見直し
慰謝料

(公)  赤池幸江
(労)  宮下竜三
(使)  古屋哲彦

1 解決
R4.4.7

614-4 建設業 4
強圧的言動及び退職強要に係る謝罪
損害賠償

R4.6.9

4-5
サービス業
（他に分類され

ないもの）
152

年齢による日給差別の是正
未払い賃金

R4.8.2

4-6 建設業 6
社内暴力行為に係る謝罪及び損害賠
償
本事件解決までの給料補償

R4.9.28

令和４年個別的労使紛争に係るあっせん事件一覧表

処理日は申請日から終結日までの歴日数

不開
始

R4.10.6 9
(公)  -
(労)  -
(使)  -

-

1 打切 R4.10.18 78
(公)  窪田哲也
(労)  佐々木琢郎
(使)  浦田勉

(公)  -
(労)  -
(使)  -

- 取下 R4.8.8
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第14章 個別的労使紛争に係るあっせん 

 

１ 事件の処理状況 

 

 平成13年10月に「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」が施行され、

同法第20条では、地方公共団体は、個別的労使紛争に係るあっせん等の施策を

推進するよう努めることとされた。本県においては、あっせんについて、地方

自治法第180条の2の規定に基づき、当労働委員会が知事の委任を受けて実施し

ている。 

 令和４年中に取り扱った個別的労使紛争に係るあっせん事件は６件であり、

内容については次のとおりである。 

 

 

申請日

あっせん員
指名日

R4.2.22

R4.3.28

R4.4.21

－

R4.8.26

－

あっ
せん
回数

終結
区分

終結日
処理
日数

事件
番号

業種
従業
員数

あっせん事項 あっせん員

R4.3.28 494-1
医療、
福祉

3 関係者への事案報告及び謝罪
(公)  窪田哲也
(労)  坪井茂
(使)  小林隆二

1 解決

R4.2.8

解決 R4.6.16 1084-2
卸売業、
小売業

85

未払い賃金
退職金
社内暴力行為黙認に係る説明及び謝
罪
労災認定への協力

(公)  齋藤雅代
(労)  杉原孝一
(使)  栗山直樹

2

R4.3.1

R4.6.2 574-3
卸売業、
小売業

1,400
パワハラ・嫌がらせの加害者への処分
見直し
慰謝料

(公)  赤池幸江
(労)  宮下竜三
(使)  古屋哲彦

1 解決
R4.4.7

614-4 建設業 4
強圧的言動及び退職強要に係る謝罪
損害賠償

R4.6.9

4-5
サービス業
（他に分類され

ないもの）
152

年齢による日給差別の是正
未払い賃金

R4.8.2

4-6 建設業 6
社内暴力行為に係る謝罪及び損害賠
償
本事件解決までの給料補償

R4.9.28

令和４年個別的労使紛争に係るあっせん事件一覧表

処理日は申請日から終結日までの歴日数

不開
始

R4.10.6 9
(公)  -
(労)  -
(使)  -

-

1 打切 R4.10.18 78
(公)  窪田哲也
(労)  佐々木琢郎
(使)  浦田勉

(公)  -
(労)  -
(使)  -

- 取下 R4.8.8
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２ 事件の概要 

 

（１）令和4年(個)第1号あっせん事件 

 

ア 申 請 者 Ｘ 

イ 被 申 請 者 Ｙ社 

ウ 業 種 医療、福祉 

エ 申 請 年 月 日 令和4年2月 8日 

オ あっせん員指名年月日 令和4年2月22日 

カ 終 結 年 月 日 令和4年3月28日 

キ 終 結 状 況 解決 

ク あっせん事項 特定の関係者への事案報告（名誉棄損、パワハラ等によ

る退職への追い込みの発生）及び謝罪 

ケ あ っ せ ん 員 （公）窪田哲也 （労）坪井茂 （使）小林隆二 

コ 申請に至るまでの経過 

 令和3年5月、ＸはＹ社にパート職員として採用され、3か月の試用期間後の

面談で、Ｙ社理事長Ａから、遅くとも4か月(採用から7か月経過)後までには

正規職員に転換する旨伝えられ、正規職員となることへの期待を抱いた。 

 しかし、Ａは経営状況を理由に、採用から6か月経過したところで、Ｘを正

規職員に転換しないと通告した。 

 その後、ＸとＡの関係が悪化し、コミュニケーション不全に至るとともに、

正規職員への転換や配置換えを巡って紛争が顕在化した。最終的に、令和4年

1月下旬、Ｘが自己都合により退職届を提出し、その後、即刻理事会に諮られ

受理された。 

 令和4年2月8日、Ⅹは、本労働委員会にあっせん申請書を提出した。 

 

サ あっせん申請後の経過 

    あっせん申請後からあっせん期日の直前時期まで、Ｘは通常どおり勤務し

た。 

  令和4年3月28日 第1回あっせんを開催した。 

 

 （Ｘの主張） 

  令和3年11月頃、Ａを含むＹ社役員らが、既に退職した職員の人格を否定

する内容の発言を笑いながら話すなどの態度に苦痛を感じながらも、正規職

員に転換されることを心の支えとして、我慢しながら働いていた。また、い
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ずれ自分もこのような笑いの種にされてしまうのではないかという不安も感

じていたが、退職届を提出した際のＡの対応は、非常に冷淡であった。 

  これまでＡの軽々しい発言に振り回されてきており、名誉を傷つけられる

とともに、信用を貶められ精神的な苦痛を受けた。Ａにそのことを指摘して

も、言った・言わないの水掛け論になってしまい、たとえ謝罪されたとして

も本心かはわからない。よって、文書として残してほしい。 

  Ａは、このような事案を惹き起こしたことについて、Ｙ社設立時の関係者

等に報告した上で謝罪してほしい。 

  なお、Ａによって地域の狭いコミュニティの中で、あることないことが広

められ、知人の耳に入ることを懸念している。 

 

 （Ｙ社の主張） 

  Ｘに対して、採用から7か月経過する間に経営状態が良くなれば、正規職

員に転換できるかも知れない旨の発言をしたに過ぎない。結果的に期待を抱

かせてしまったことは面談でも謝罪したが、正規職員に転換することを約束

した事実は、一切ない。 

  Ｘの主張する名誉棄損行為等についても、全てＸの誤解である。Ｘとは勤

務最終日まで通常どおりコミュニケーションを取っており、何のことか心当

たりがない。自分が名誉棄損行為等を含めたパワーハラスメントを行うこと

はあり得ない。 

  設立時の関係者等は、事業運営に一切関わっていない。ましてやＸのこと

も知らない。心当たりがないことに対して謝罪することはできず、あっせん

事項をそのまま受け入れることはできない。 

  一方で、コミュニケーション不足に係る謝罪であれば、文書に残しても構

わない。 

 

（あっせん員の対応） 

あっせん員は、Ｘに対して、設立時の関係者等への謝罪は適切ではないこ

と、Ａはコミュニケーション不足で今回の紛争に至ったことを認めているこ

とを説明した上で、あっせん案に、ＡからＸに対するコミュニケーション不

足に係る謝罪に加え、具体的な事例として、退職届を提出した際の対応に係

る謝罪を記載することを提案した。 

この提案に対し、Ｘは、仮にあっせんが不調になった場合であっても、訴

訟等その他法的手段に移行することは考えておらず、あっせんの場における

自分の主張が記録として残ればそれでよい、との意向を明らかにした。また、
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Ａも、あっせんに参加した理由として、法人の主張を記録として残すことや

Ｘの気持ちを収めることを目的としていたとの考えを示し、双方があっせん

案を了承し、締結に至った。 

 

  あっせん案（要旨） 

１ Ｙ社のＸに対する退職届提出時の対応に係る謝罪 

２ Ｙ社のＸに対するコミュニケーション不足に係る謝罪 

３ 口外禁止条項 

４ 清算条項 
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（２）令和4年(個)第2号あっせん事件 

 

ア 申 請 者 Ｘ 

イ 被 申 請 者 Ｙ社 

ウ 業 種 卸売業・小売業 

エ 申 請 年 月 日 令和4年3月 1日 

オ あっせん員指名年月日 令和4年3月28日 

カ 終 結 年 月 日 令和4年6月16日 

キ 終 結 状 況 解決 

ク あっせん事項  ①未払い賃金（残業手当への影響額を含む昇給未実施に

係る賃金分）の支払い 

②適正な退職金の支払い 

③社内での暴力行為を黙認したことに対する説明及び謝罪 

④荷物仕分け作業での障害の労災認定（慢性的な重量物の 

取扱いによる損傷）への協力 

ケ あ っ せ ん 員 （公）齋藤雅代（労）杉原孝一（使）栗山直樹 

コ 申請に至るまでの経過 

平成28年10月、Ｘは期間の定めのない社員として採用され、営業部に8か

月、物流部に2年、商品部に3年弱従事してきた。 

労働条件通知書兼雇用契約書には賞与、昇給、退職金はそれぞれ「あり」

と記載されていたがこの間、賞与は年2回支払われてきたものの、昇給はな

されなかった。また、Ｘは商品部における荷物仕分け作業により負傷したと

して手術することとしたが、術後に従前と同様の業務に従事することは困難

であるとの診断を受けたため、令和4年3月末でＹ社を退職することとした。

同年2月には退職届を提出したが、退職金は想定していたものより低額であ

り、労災認定への手続も進められなかった。このほか、令和3年6月に社内で

暴力行為を受け、同年9月に人事担当に相談したが、対応結果等の報告がな

く精神的負担を強いられた。 

こうした経緯により、令和4年3月1日、Ｘは本労働委員会にあっせん申請

書を提出した。 

 

サ あっせん申請後の経過 

令和4年4月25日 第1回あっせんを開催した。 
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 （Ｘの主張） 

賞与の額や昇給しない理由について会社からは明確な回答が得られなかっ

た。一方で令和2年6月には詳しい説明もなく基本給が下げられた。定期的に

昇給していたと仮定した場合に生じる未払い分を請求したい。 

Ｙ社から提示された退職金の額に納得できないため、適正と思われる額を

算出したが受諾されないのであればＹ社から納得のいく説明とともに改めて

金額を提示してもらいたい。 

社内暴力行為について人事担当に相談後、退職までの半年間もの間対応結

果の報告がなかった理由を説明してもらいたい。 

荷物仕分け作業が原因で負った傷害については、手術をすることや医師の

診断結果も踏まえ退職も視野に入れていることをＹ社に伝えた。 

その際、Ｙ社から、必ずしも業務が原因とは言えないと言われたので診断

書は取っていない。 

 

  （Ｙ社の主張） 

昇給は、現場からの聞き取りの上経営者判断で行っているが、成績が良い

者は昇給している。基本給が下がったという主張についてはその内容を確認

する。 

退職金については、過去例を基に経営者判断でＸに支払った。 

暴力行為については、その行為者に対し厳重注意をし、令和4年3月には降

給処分としているが、Ｘへ結果報告を行わなかったことは会社として対応が

足りなかった。 

手術をすることとなった傷害が業務に起因していることを診断書等で証明

してもらえれば協力するつもりである。今回の件はこれまでＸから報告がな

かった。 

 

  （あっせん員の対応） 

未払い賃金及び退職金については、金額も含め、ＸとＹ社の主張に隔たり

が大きいことから、あっせん員は両者に対し歩み寄りと金銭による解決が可

能か検討を促した。一方、社内暴力行為への説明及び労災認定への協力につ

いてはＹ社が実施していく意向を示したことから、あっせん員はＹ社に対し、

金額を検討した経緯も含めて書面による説明を第2回あっせん前に提出する

ことを要請し、第1回あっせんを終了した。 

 

令和4年6月13日 第2回あっせんを開催した。 
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Ｙ社から事前に提出された書面の概要は次のとおり。 

 

（Ｙ社の主張） 

あっせん項目について、会社としての対応に至らない点があったことを認

め、解決金○円とすることを提案する。解決金の額の積算は、退職金共済に

一定額積み立てていた場合の支給額と、毎年一定額昇給した場合の額を合計

したものである。 

また、昇給や賞与支給の際に事前に面談等で根拠を説明すべきであったこ

と、退職金について求人票に退職金共済加入を誤認させる記載があったこと 

暴力行為への対応状況についてＸへ説明の機会を設ける等の努力義務を怠っ

たことに対し、謝意を述べる。 

傷害に係る労災認定については、その傷害を理由とした配置転換要望や相

談を受けた事実が確認できず、会社として労災を認めることは困難だが、Ｘ

から労災申請がされ、労基署からの聴取や資料提出の依頼等があれば協力す

る。 

 

 （Ｘの主張） 

賞与が賃金1か月分も支給されていないことから適正な額を求める。また、

超過残業手当差額分について、基本給の昇給に係る影響分を請求する。なお、

退職金については了承する。 

第2回あっせん期日前に提出されたＹ社からの書面は、人事担当者名での

謝罪であり、本当に暴力行為者本人に注意したのか分からないため、行為者

の処分を裏付ける証拠を提出してもらいたい。なお、労災認定については申

請に協力する旨の回答を得たため、労災関係の書類をＹ社に渡してあり、解

決でよい。 

 

（あっせん員の対応） 

Ｙ社から提示された解決金の金額について、Ｘが求める額とは依然として

隔たりがあることから、あっせん員はＹ社に対し、昇給や賞与についてＸに

説明をしなかったこと等について問題点を指摘し、解決金の増額を提案する

とともに、超過残業手当分等までＹ社は認めていないこと等をＸに伝え、一

定額の解決金の増額をもって譲歩することを提案した。 

また、暴力行為に対する謝罪については、Ｙ社代表者の記名押印がされた

謝罪文書を改めて提出すること、傷害に係る労災認定申請を承諾する旨あっ

せん案に記載することとしてＸ、Ｙ社両者に提示したところ、Ｘは了承、Ｙ
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 （Ｘの主張） 

賞与の額や昇給しない理由について会社からは明確な回答が得られなかっ

た。一方で令和2年6月には詳しい説明もなく基本給が下げられた。定期的に

昇給していたと仮定した場合に生じる未払い分を請求したい。 

Ｙ社から提示された退職金の額に納得できないため、適正と思われる額を

算出したが受諾されないのであればＹ社から納得のいく説明とともに改めて

金額を提示してもらいたい。 

社内暴力行為について人事担当に相談後、退職までの半年間もの間対応結

果の報告がなかった理由を説明してもらいたい。 

荷物仕分け作業が原因で負った傷害については、手術をすることや医師の

診断結果も踏まえ退職も視野に入れていることをＹ社に伝えた。 

その際、Ｙ社から、必ずしも業務が原因とは言えないと言われたので診断

書は取っていない。 

 

  （Ｙ社の主張） 

昇給は、現場からの聞き取りの上経営者判断で行っているが、成績が良い

者は昇給している。基本給が下がったという主張についてはその内容を確認

する。 

退職金については、過去例を基に経営者判断でＸに支払った。 

暴力行為については、その行為者に対し厳重注意をし、令和4年3月には降

給処分としているが、Ｘへ結果報告を行わなかったことは会社として対応が

足りなかった。 

手術をすることとなった傷害が業務に起因していることを診断書等で証明

してもらえれば協力するつもりである。今回の件はこれまでＸから報告がな

かった。 

 

  （あっせん員の対応） 

未払い賃金及び退職金については、金額も含め、ＸとＹ社の主張に隔たり

が大きいことから、あっせん員は両者に対し歩み寄りと金銭による解決が可

能か検討を促した。一方、社内暴力行為への説明及び労災認定への協力につ

いてはＹ社が実施していく意向を示したことから、あっせん員はＹ社に対し、

金額を検討した経緯も含めて書面による説明を第2回あっせん前に提出する

ことを要請し、第1回あっせんを終了した。 

 

令和4年6月13日 第2回あっせんを開催した。 
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社は一度持ち帰って結論を出すこととなった。 

 

（結論） 

後日、Ｙ社からあっせん案に応諾する旨の回答があり、あっせん案を締結

した。 

 

  あっせん案（要旨） 

１ Ｙ社は、Ｘに対し、解決金○円を支払う。 

２ 暴力行為について、Ｙ社代表者からＸに対し謝罪文を交付する。 

３ Ｙ社は労災認定申請について承諾する。 

４ 口外禁止条項 

５ 清算条項 
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（３）令和4年(個)第3号あっせん事件 

 

ア 申 請 者 Ｘ 

イ 被 申 請 者 Ｙ社 

ウ 業 種 卸売業、小売業 

エ 申 請 年 月 日 令和4年4月 7日 

オ あっせん員指名年月日  令和4年4月21日 

カ 終 結 年 月 日 令和4年6月 2日 

キ 終 結 状 況 解決 

ク あっせん事項 ①パワハラ・嫌がらせの加害者への処分見直し（反省文

の提出） 

②慰謝料の支払い 

ケ あ っ せ ん 員 （公）赤池幸江（労）宮下竜三（使）古屋哲彦 

コ 申請に至るまでの経過 

令和元年11月、ＸはＹ社のパート職員として採用され、店舗で勤務してい

たが、令和3年以降体調不良となり、同年9月下旬に休職することになった。

休職後、体調不良の原因が、職場の同僚のベテランのパート職員Ａによる、

日常的なパワハラ・嫌がらせ行為だったと思うようになり、通院を開始した

結果、同年12月上旬にはストレスによる疾患と診断された。そこで、同月中

にＸはＹ社に対して、Ａへの懲戒解雇処分を訴えたが、令和4年3月下旬、Ｘ

はＹ社の総務部長Ｂとの面談において、Ａへの処分として厳重注意を行った

との説明を受けた。しかしながら、Ｘはこれに納得できず、減給処分など、

より重い処分の再検討を求めたものの、全く受け入れられなかった。 

令和4年4月7日、Ⅹは、本労働委員会にあっせん申請書を提出した。 

 

サ あっせん申請後の経過 

  令和4年4月30日 Ｘは、就業規則に基づく休職期間満了により自然退職し

た。 

令和4年6月3日 第1回あっせんを開催した。 

 

 （Ｘの主張） 

  入社してほどなくＡからプライベートな事柄に言及され、不快に思った。

その後、休職までの約1年10か月に渡り、数々のパワハラ・嫌がらせ行為を

継続して受けた。具体的には、業務上のミスとは言えないようなことで一方

的に怒鳴られたり、誰にでもできる仕事をⅩのみに押し付けられたり、Ａ自
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社は一度持ち帰って結論を出すこととなった。 

 

（結論） 

後日、Ｙ社からあっせん案に応諾する旨の回答があり、あっせん案を締結

した。 

 

  あっせん案（要旨） 

１ Ｙ社は、Ｘに対し、解決金○円を支払う。 

２ 暴力行為について、Ｙ社代表者からＸに対し謝罪文を交付する。 

３ Ｙ社は労災認定申請について承諾する。 

４ 口外禁止条項 

５ 清算条項 
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身の業務上のミスをＸのせいにされたりするなどしてきた。 

職場の上長に当たる正社員Ｃに対しては、Ｃ自身も労務過多で精一杯の状

況であったことから、本件について相談できなかった。また、Ｃの上長は所

属長Ｄであり、比較的大きな所属であったので相談できなかった。 

そもそも、当時はＡのパワハラ・嫌がらせ行為が原因でストレスを溜めて

いることにＸ自分自身が気づけていなかった。余りに腹が立った時のみ、同

僚のパート職員に僅かに愚痴をこぼした程度である。 

Ｙ社は、職場におけるパワハラ・嫌がらせ行為の発生を未然に防ぐ努力を

しなかった。また、職場でいじめが発生したことを認めなかった。 

そして、このような状況の中で体調を崩し、令和4年4月末で自然退職とな

り、現在も体調が回復していないことに納得がいかない。逸失利益のうち一

定割合を、慰謝料として求める。 

 

 （Ｙ社の主張） 

  元々、同僚のパート職員間で業務上のミスを指摘し合う雰囲気がある職場

である。そして、Ｙ社としては、Ｘは普段の業務に懸命に励んでいると評価

している一方で、直して欲しい部分もあった。そもそも、Ｘの休職は、直前

に同僚からの業務上の注意を受けたことに対して、Ｘが逆上したことが原因

と考えている。 

本件は、Ｘ自身も休職後になってハラスメントがあったと認識したとのこ

とであり、休職前にはＸからＹ社に対して何ら相談はなかった。 

その後Ｘからの訴えを受け、社内における調査及び検討の結果、Ａの行為

は懲戒処分に該当しない（当然、懲戒解雇もできない）と判断したものであ

る。しかしながら、Ｘが体調不良に陥っていることを問題視し、それが、Ａ

の普段の言葉遣いやプライベートな事柄への言及が原因であることをＡに認

識させる必要があるとの判断から、総務部長ＢからＡに対して、口頭で複数

回に渡り厳重注意を行った。Ｘには、ハラスメントへの対応としてはそれで

納得して欲しい。 

なお、休職直後、所属長ＤはＸに対して、就業規則に基づき休職期間は当

時の契約期間満了まであり、具体的には6か月余りで復帰できなければ自然

退職となる旨を説明している。 

 

（あっせん員の対応） 

 あっせん員は、Ｘに対して、謝罪を求めるのであれば、Ａからではなく使

用者責任に基づきＹ社が謝罪すべきであるとの見解を示したところ、これを
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そもそも、当時はＡのパワハラ・嫌がらせ行為が原因でストレスを溜めて

いることにＸ自分自身が気づけていなかった。余りに腹が立った時のみ、同

僚のパート職員に僅かに愚痴をこぼした程度である。 

Ｙ社は、職場におけるパワハラ・嫌がらせ行為の発生を未然に防ぐ努力を

しなかった。また、職場でいじめが発生したことを認めなかった。 

そして、このような状況の中で体調を崩し、令和4年4月末で自然退職とな

り、現在も体調が回復していないことに納得がいかない。逸失利益のうち一

定割合を、慰謝料として求める。 

 

 （Ｙ社の主張） 

  元々、同僚のパート職員間で業務上のミスを指摘し合う雰囲気がある職場

である。そして、Ｙ社としては、Ｘは普段の業務に懸命に励んでいると評価

している一方で、直して欲しい部分もあった。そもそも、Ｘの休職は、直前

に同僚からの業務上の注意を受けたことに対して、Ｘが逆上したことが原因

と考えている。 

本件は、Ｘ自身も休職後になってハラスメントがあったと認識したとのこ

とであり、休職前にはＸからＹ社に対して何ら相談はなかった。 

その後Ｘからの訴えを受け、社内における調査及び検討の結果、Ａの行為

は懲戒処分に該当しない（当然、懲戒解雇もできない）と判断したものであ

る。しかしながら、Ｘが体調不良に陥っていることを問題視し、それが、Ａ

の普段の言葉遣いやプライベートな事柄への言及が原因であることをＡに認
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なお、休職直後、所属長ＤはＸに対して、就業規則に基づき休職期間は当

時の契約期間満了まであり、具体的には6か月余りで復帰できなければ自然
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受け入れた。 

また、Ｙ社に対しては、ハラスメント教育を行うなど対策を十分に行って

いたとは評価できないことを指摘した上で、総務部長Ｂ（Ｙ社代理人として

あっせんに出席）からＸに直接あっせんの場で謝罪することを提案した。更

に、Ｘの求める慰謝料の金額は決して過大なものではないことを指摘した上

で、解決金として満額支払うよう提案した。 

Ｙ社は、最終的にあっせん員の説得によりこれらを受け入れ、その場でＸ

に謝罪し、その後、あっせん員は双方にあっせん案を提示し、合意に至った。 

  

  あっせん案（要旨） 

１ Ｙ社は、Ｘに対し、解決金○円を支払う。 

２ 口外禁止条項 

３ 清算条項 

第 14 章

― 44 ―



第14章 

- 45 -  

（４）令和4年(個)第4号あっせん事件 

 

ア 申 請 者 Ｘ 

イ 被 申 請 者 Ｙ社 

ウ 業 種 建設業 

エ 申 請 年 月 日 令和4年6月9日 

オ あっせん員指名年月日  ― 

カ 終 結 年 月 日 令和4年8月8日 

キ 終 結 状 況  取下げ 

ク あっせん事項 ①強圧的な態度で行われた言動及び退職強要に対する 

謝罪 

         ②損害賠償金○円の支払い 

ケ あ っ せ ん 員 ― 

コ 申請に至るまでの経過 

平成28年頃 ＸはＹ社に正社員として採用された。それ以前にも同社に

おいて9年ほど業務に従事していたことがあった。 

令和2年頃 ＸはＹ社・社長Ａとの関係が悪化し、業務中に威圧的、感情

的・支配的な扱い、罵倒や叱責といった行為を受けるようになった。 

令和4年6月4日 Ｘは重量のある資材を持ち上げる際に、持病の腰痛が悪

化した。そのことをＡに伝えたところ、突然、口頭で解雇を言い渡された。 

令和4年6月9日 Ｘは本労働委員会にあっせんを申請した。 

 

サ あっせん申請後の経過 

  令和4年8月2日 Ｘから、Ａとの話し合いによりあっせんを取り下げたい、

との連絡があった。 

  令和4年8月8日 Ｘは、あっせんを取り下げた。 
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（４）令和4年(個)第4号あっせん事件 

 

ア 申 請 者 Ｘ 

イ 被 申 請 者 Ｙ社 

ウ 業 種 建設業 

エ 申 請 年 月 日 令和4年6月9日 

オ あっせん員指名年月日  ― 

カ 終 結 年 月 日 令和4年8月8日 
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ク あっせん事項 ①強圧的な態度で行われた言動及び退職強要に対する 
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         ②損害賠償金○円の支払い 

ケ あ っ せ ん 員 ― 
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平成28年頃 ＸはＹ社に正社員として採用された。それ以前にも同社に

おいて9年ほど業務に従事していたことがあった。 

令和2年頃 ＸはＹ社・社長Ａとの関係が悪化し、業務中に威圧的、感情

的・支配的な扱い、罵倒や叱責といった行為を受けるようになった。 

令和4年6月4日 Ｘは重量のある資材を持ち上げる際に、持病の腰痛が悪

化した。そのことをＡに伝えたところ、突然、口頭で解雇を言い渡された。 

令和4年6月9日 Ｘは本労働委員会にあっせんを申請した。 

 

サ あっせん申請後の経過 

  令和4年8月2日 Ｘから、Ａとの話し合いによりあっせんを取り下げたい、

との連絡があった。 

  令和4年8月8日 Ｘは、あっせんを取り下げた。 

 

第14章 

- 46 - 

 

（５）令和4年(個)第5号あっせん事件 

 

ア 申 請 者 Ｘ 

イ 被 申 請 者 Ｙ社 

ウ 業 種 サービス業 

エ 申 請 年 月 日 令和4年8月 2日 

オ あっせん員指名年月日 令和4年8月26日 

カ 終 結 年 月 日 令和4年10月18日 

キ 終 結 状 況 打切り 

ク あっせん事項 ①65歳前と65歳以降の日給差別の是正 

②日給が引き下げられたことによる未払い賃金○円の 

支払い 

ケ あ っ せ ん 員 （公）窪田哲也 （労）佐々木琢郎 （使）浦田勉 

コ 申請に至るまでの経過 

平成29年3月 ＸはＹ社に契約社員として採用された。その際に、Ｘは給与

等の労働条件を記載した面接覚書に署名した。 

令和4年3月下旬 Ｘは同日付で令和4年度の労働条件通知書を交付されたが、

日給が○円引き下げられ、令和5年度以降の契約は更新なしと記載されていた。 

同年4月 Ｘの65歳到達に伴い、適用される日給が変更となった。 

同年7月上旬 ＸはＹ社に対し、日給が○円引き下げられた差額について賃

金支払請求通知書を提出したところ、1週間後にＸはＹ社から、賃金引き下げ

について面接覚書により合意していることを理由に支払いはできない旨の回

答書を交付された。 

令和4年8月2日 Ｘは本労働委員会にあっせん申請書を提出した。 

 

サ あっせん申請後の経過 

令和4年10月18日 第1回あっせんを開催した。 

 

（Ｘの主張） 

   採用面接時において面接覚書には署名したが、事前に賃金引き下げの説明

もなく、日給を一方的に引き下げられることについて納得がいかない。 

仕事の内容が他の従業員と同じにもかかわらず、年齢によって日給を引き

下げられるのはおかしいとＹ社へ何度も言っているが取り合ってもらえない。 
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（Ｙ社の主張） 

採用面接当初に、給与等の労働条件を記載した面接覚書を読み上げて説明

し、その内容を承諾した上でＸは署名したと認識している。 

Ｘから特定の派遣先は外してほしいという要望にも対応している。また、

Ｘを遠い現場に派遣しないように配慮している。 

Ｘは65歳になっても業務内容は変わらないと主張しているが一方的な見解

である。 

 

 （あっせん員の対応） 

  あっせん員は、あっせん事項は譲歩できないというＸに対し、日給の引き

下げに応じた派遣先の配慮又は労働時間の短縮を提案した。 

  一方、Ｙ社に対しても、日給の引き下げに応じたＸの派遣先の配慮又は労

働時間の短縮を提案した。 

 

（結論） 

 Ｘは労働時間の短縮、業務内容の軽減といった労働条件の配慮だけでは応

じられず、Ｙ社が一定の労働日数を保障するなら提案に応じると主張した。

 一方、Ｙ社は、顧客との契約上Ｘのみに労働時間の短縮又は業務内容の軽

減をすることはできないこと、Ｘに対しては既に労働条件の配慮を十分に行

っていると主張し、両者ともに歩み寄りが見られなかった。 

  こうしたことを踏まえ、あっせん員は、当事者の主張が平行線であり妥協

点を見出すことが極めて困難で解決の見込みがないと判断し、打切りを決定

した。 
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（６）令和4年(個)第6号あっせん事件 

 

ア 申 請 者 Ｘ 

イ 被 申 請 者 Ｙ社 

ウ 業 種 建設業 

エ 申 請 年 月 日 令和4年9月28日 

オ あっせん員指名年月日 － 

カ 終 結 年 月 日 令和4年10月6日 

キ 終 結 状 況 不開始 

ク あっせん事項 ①社内での暴力行為に対する謝罪と賠償金の支払 

②本事件が解決するまでの給料相当額の補償金の支払 

ケ あ っ せ ん 員 － 

コ 申請に至るまでの経過 

令和4年7月、Ｘは正社員としてＹ社に採用されたが、他の従業員が自身の

陰口を言っていると日頃から感じていた。そのような中、令和4年9月23日、

従業員のうちの一人と小競り合いとなり、Ｘはその従業員に叩かれたりした

が、社長は行為者をその場で処分しなかった。 

その後社長は、再度話合いの場を設けると言ったが、行為者とＸの現場を

引き離したものの、話合いの場は設けられずに5日間が過ぎた。 

令和4年9月28日 Ｘは本労働委員会にあっせん申請書を提出した。 

 

サ あっせん申請後の経過 

 令和4年9月29日 Ｙ社にＸからあっせん申請があった旨連絡したところ、

あっせんの応諾については社内協議の上決定する旨の回答

があった。 

令和4年10月4日 Ｙ社から、あっせんに参加しない旨の通知があった。 

令和4年10月6日 会長は、本件の不開始を決定した。 
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３ 労働相談 

 

 個別的労使紛争に係るあっせんの利用については、県中小企業労働相談所の

労働相談を受けていることを前提としていたが、平成22年9月から労働委員会

でも労働相談を受けることとし、労働相談からあっせんへスムーズに移行でき

るようにした。 

 令和4年中に受け付けた労働相談件数は193件であった。また、個別労働関係

紛争処理月間である10月に、委員による出張労働相談会を実施した。 

労 使 双 計

184 9 193

経営又は人事 53 3 56

ｱ 18 18

ｲ 7 1 8

ｳ

ｴ

ｵ 22 1 23

　 ｶ 2 2

ｷ 4 1 5

29 29

ｸ 8 8

ｹ 1 1

ｺ 5 5

ｻ 1 1

ｼ 3 3

ｽ 1 1

ｾ 3 3

ｿ 2 2

ﾀ 5 5

ﾁ

62 5 67

ﾂ 14 2 16

ﾃ 7 1 8

ﾄ 6 6

ﾅ 17 17

ﾆ

ﾇ 1 1

ﾈ 4 1 5

ﾉ 2 2

ﾊ 2 2

ﾋ 1 1 2

ﾌ 8 8

58 58

ﾍ 1 1

ﾎ 57 57

20 2 22

ﾏ 20 2 22

222 10 232

（注）・実件数は、受け付けた相談件数であり、1件の相談の中に紛争内容が複数ある場合は、

       ・委員による出張労働相談の件数を含む。

福利厚生制度

社会保険

労働保険

その他の労働条件等

職場の人間関係

セクハラ

パワハラ・嫌がらせ

その他

その他

総　　計

        それぞれの項目に計上し、その合計を延べ件数としている。

安全・衛生

休業手当

諸手当

その他賃金

年金（企業年金・厚生年金等）

労働条件等

労働契約

労働時間

休日・休暇

年次有給休暇

育児休業・介護休業

時間外労働

解雇手当

復職

懲戒処分

退職

勤務延長、再雇用

その他経営又は人事

賃金等

賃金未払

賃金増額

賃金減額

一時金

退職一時金

配置転換、出向・転籍

令和4年労働相談件数一覧表

相　談　・　助　言

実　件　数

解雇

紛争内容
区分

紛争内容
区分
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でも労働相談を受けることとし、労働相談からあっせんへスムーズに移行でき

るようにした。 

 令和4年中に受け付けた労働相談件数は193件であった。また、個別労働関係

紛争処理月間である10月に、委員による出張労働相談会を実施した。 

労 使 双 計

184 9 193

経営又は人事 53 3 56

ｱ 18 18

ｲ 7 1 8

ｳ

ｴ

ｵ 22 1 23

　 ｶ 2 2

ｷ 4 1 5

29 29

ｸ 8 8

ｹ 1 1

ｺ 5 5

ｻ 1 1

ｼ 3 3

ｽ 1 1

ｾ 3 3

ｿ 2 2

ﾀ 5 5

ﾁ

62 5 67

ﾂ 14 2 16

ﾃ 7 1 8

ﾄ 6 6

ﾅ 17 17

ﾆ

ﾇ 1 1

ﾈ 4 1 5

ﾉ 2 2

ﾊ 2 2

ﾋ 1 1 2

ﾌ 8 8

58 58

ﾍ 1 1

ﾎ 57 57

20 2 22

ﾏ 20 2 22

222 10 232

（注）・実件数は、受け付けた相談件数であり、1件の相談の中に紛争内容が複数ある場合は、

       ・委員による出張労働相談の件数を含む。

福利厚生制度

社会保険

労働保険

その他の労働条件等

職場の人間関係

セクハラ

パワハラ・嫌がらせ

その他

その他

総　　計

        それぞれの項目に計上し、その合計を延べ件数としている。

安全・衛生

休業手当

諸手当

その他賃金

年金（企業年金・厚生年金等）

労働条件等

労働契約

労働時間

休日・休暇

年次有給休暇

育児休業・介護休業

時間外労働

解雇手当

復職

懲戒処分

退職

勤務延長、再雇用

その他経営又は人事

賃金等

賃金未払

賃金増額

賃金減額

一時金

退職一時金

配置転換、出向・転籍

令和4年労働相談件数一覧表

相　談　・　助　言

実　件　数

解雇

紛争内容
区分

紛争内容
区分
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３ 労働相談 

 

 個別的労使紛争に係るあっせんの利用については、県中小企業労働相談所の

労働相談を受けていることを前提としていたが、平成22年9月から労働委員会

でも労働相談を受けることとし、労働相談からあっせんへスムーズに移行でき

るようにした。 

 令和4年中に受け付けた労働相談件数は193件であった。また、個別労働関係

紛争処理月間である10月に、委員による出張労働相談会を実施した。 

労 使 双 計

184 9 193

経営又は人事 53 3 56

ｱ 18 18

ｲ 7 1 8

ｳ

ｴ

ｵ 22 1 23

　 ｶ 2 2

ｷ 4 1 5

29 29

ｸ 8 8

ｹ 1 1

ｺ 5 5

ｻ 1 1

ｼ 3 3

ｽ 1 1

ｾ 3 3

ｿ 2 2

ﾀ 5 5

ﾁ

62 5 67

ﾂ 14 2 16

ﾃ 7 1 8

ﾄ 6 6

ﾅ 17 17

ﾆ

ﾇ 1 1

ﾈ 4 1 5

ﾉ 2 2

ﾊ 2 2

ﾋ 1 1 2

ﾌ 8 8

58 58

ﾍ 1 1

ﾎ 57 57

20 2 22

ﾏ 20 2 22

222 10 232

（注）・実件数は、受け付けた相談件数であり、1件の相談の中に紛争内容が複数ある場合は、

       ・委員による出張労働相談の件数を含む。

福利厚生制度

社会保険

労働保険

その他の労働条件等

職場の人間関係

セクハラ

パワハラ・嫌がらせ

その他

その他

総　　計

        それぞれの項目に計上し、その合計を延べ件数としている。

安全・衛生

休業手当

諸手当

その他賃金

年金（企業年金・厚生年金等）

労働条件等

労働契約

労働時間

休日・休暇

年次有給休暇

育児休業・介護休業

時間外労働

解雇手当

復職

懲戒処分

退職

勤務延長、再雇用

その他経営又は人事

賃金等

賃金未払

賃金増額

賃金減額

一時金

退職一時金

配置転換、出向・転籍

令和4年労働相談件数一覧表

相　談　・　助　言

実　件　数

解雇

紛争内容
区分

紛争内容
区分

 

№ 開催日時 場所 相談者 相談員 相談概要

1
正社員

女性

（公）齋藤
（労）窪田
（使）長坂

○職場で不正が横行しており退職したい。
○退職願は受理されたが、会社から秘密保持誓約書を書くよう
に言われた。会社の機密を漏洩させた場合、損害賠償請求する
と記載されている。誓約書を出す必要があるのか。

2
代表社員

男性

（公）小野
（労）窪田
（使）小林

○同僚と会社を立ち上げた。
○会社を辞めたいと申し出たところ断られた。
○穏便に辞めたいのだがどうしたらよいか。
○出資金や貸付金はどうなるのか。

3
正社員

男性

（公）窪田
（労）杉原
（使）浦田

○就業規則の改定を理由に降格となり、給与が減額された。問
い合わせても具体的な原因がわからない。
○会社及び組合から納得できる対応をしてもらえない。どうし
たらよいか。

4
パート

女性

（公）堀内
（労）佐々木
（使）栗山

○現在、パートのほかアルバイトで働いているが、ダブルワー
クをする上で働く側が注意すべき点はあるか。
○また、パート先で従業員から嫌がらせを受けている。どのよ
うに対応したらいいか。

5
パート

女性

（公）赤池
（労）宮下
（使）古屋

○シフト担当者に嫌がらせをされており、日曜日にしか勤務を
入れてもらえない。こちらが耐えかねて辞めるのを待っている
と思われる。
○以前と同じ仕事を平日にさせてもらいたい。

6
パート

女性

（公）赤池
（労）宮下
（使）古屋

○上司から日常的に身体的精神的パワハラ・セクハラを受けて
いた。
○慰謝料を請求したい。
○家族にハラスメントを受けていたことを知られたくない。

委員による出張労働相談会開催状況（事前予約優先制で実施）

R4.10.29
ﾗｻﾞｳｫｰｸ
甲斐双葉

R4.10.30
河口湖

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
BELL
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３ 労働相談 

 

 個別的労使紛争に係るあっせんの利用については、県中小企業労働相談所の

労働相談を受けていることを前提としていたが、平成22年9月から労働委員会
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労 使 双 計

184 9 193

経営又は人事 53 3 56

ｱ 18 18

ｲ 7 1 8

ｳ

ｴ

ｵ 22 1 23

　 ｶ 2 2

ｷ 4 1 5

29 29

ｸ 8 8

ｹ 1 1

ｺ 5 5

ｻ 1 1

ｼ 3 3

ｽ 1 1

ｾ 3 3

ｿ 2 2

ﾀ 5 5

ﾁ

62 5 67

ﾂ 14 2 16

ﾃ 7 1 8

ﾄ 6 6

ﾅ 17 17

ﾆ

ﾇ 1 1

ﾈ 4 1 5

ﾉ 2 2

ﾊ 2 2

ﾋ 1 1 2

ﾌ 8 8

58 58

ﾍ 1 1

ﾎ 57 57

20 2 22

ﾏ 20 2 22

222 10 232

（注）・実件数は、受け付けた相談件数であり、1件の相談の中に紛争内容が複数ある場合は、

       ・委員による出張労働相談の件数を含む。
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労働保険

その他の労働条件等
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パワハラ・嫌がらせ

その他

その他
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        それぞれの項目に計上し、その合計を延べ件数としている。

安全・衛生

休業手当
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労働契約

労働時間
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育児休業・介護休業

時間外労働

解雇手当

復職

懲戒処分

退職

勤務延長、再雇用

その他経営又は人事

賃金等

賃金未払

賃金増額

賃金減額

一時金

退職一時金

配置転換、出向・転籍

令和4年労働相談件数一覧表

相　談　・　助　言

実　件　数

解雇

紛争内容
区分

紛争内容
区分
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第15章 労働委員会の活性化 

 

 本委員会においては、専門的な労使紛争の解決機関として十分機能を発揮し、

広く県民に利用されるよう、平成22年度から「山梨県労働委員会活性化のため

の行動計画」を策定し、これに基づき取り組みを進めている。 

【令和４年の主な取り組み】 

１ 労働委員会制度の認知度を高める方策 

 ○ 労働委員会ホームページに「委員の動き」を掲載し、総会やイベントを

実施する度に更新するなど情報発信を行った。 

 ○ 個別労働関係紛争処理制度に係る周知月間に合わせ、ヴァンフォーレ甲 

府ホームゲームにおいてオーロラビジョンに掲示したほか、県立図書館及

び商業施設において労働委員会制度等を紹介するパネル展示を行った。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい雇用・労働状況下、予約

者優先で委員による「出張労働相談会」を開催した。開催に当たっては、 

ポスターの作成や県広報誌、フリーペーパー、求人広告誌への掲載に加え、 

新聞やラジオスポット放送、ラジオ番組出演など、マスコミを通じた事前 

の周知にも力を入れた。 

２ 委員及び事務局職員の資質の維持・向上を図るための方策 

○ 最近の労働法制の動きや組織の在り方に関する研修を実施したほか、 

中央労働委員会が開催した研修などを委員及び事務局職員が計画的に受講

し資質の向上に努めた。 

 ○ 職員の能力開発のため、広報戦略に関する研修などを受講した。 

３ 労使紛争の未然防止のための方策 

 ○ 労働法制関係者からの要請により「労働委員会の活動内容」をテーマに

出前講座を実施した。 

４ 迅速・的確な審査・調整手続きを充実させるための方策 

○ 両当事者の都合に配慮した調査期日を設定するなど、審査・調整手続き

の迅速化を図った。 

５ 個別労働紛争解決への適切な対応を促進するための方策 

 ○ メンタル不調を抱える労働者への対応力を向上させるため、県庁内の専 

門機関と意見交換するとともに、事例に応じた適切な助言を求められる連 

携体制を構築した。 

 ○ 今後増加が予想される外国人労働者に対応するため、連携先と情報交換

を行うとともに、本委員会で作成した労働相談に関する多言語リーフレッ

トの配架を関係機関に依頼した。 
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資 料                          

 

 

 

  （資料１）年別・労働組合資格審査状況  

  （資料２）年別・不当労働行為救済申立事件申立状況  

  （資料３）年別・不当労働行為救済申立事件終結状況  

  （資料４）年別産業別・不当労働行為救済申立事件申立件数  

  （資料５）年別・調整事件申請状況  

  （資料６）年別・調整事件終結状況  

  （資料７）年別産業別・調整事件申請件数  

  （資料８）年別・個別あっせん事件申請・終結状況  

  （資料９）年別・労働相談取扱件数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1

S21～30 864 864 687 13 46 42 76

31～40 646 646 614 11 12 9 25 634 1 9 2

41～50 254 256 190 51 6 7 37 212 1 40 3

51～60 137 140 100 23 9 5 3 118 21 1

61～H7 86 87 66 14 5 1 2 77 9 1

8～14 58 59 45 7 6 10 52 7

15～24 56 56 51 3 2 3 50 6

25 7 7 7 1 7

26 2 2 2 2

27 6 8 6 2 6 2

28 1 3 1 1 1 1 1

29 9 10 6 2 1 2 6 1 1 2

30 3 5 2 1 2 2 1

R1 6 7 5 1 6 1

R2 2 3 2 1 1 1

R3 6 7 5 2 5 2

R4

計 2,143 - 1,784 133 41 68 42 76 (86) (1,177) (3) (99) -

（注1）　合計欄の（　）内の数字は昭和31年以降の合計件数である。
（注2）　H8～14については、産業分類基準の変更に伴い7年間で集計している。

（資料１）年別・労働組合資格審査状況

係
属
件
数

申請理由 結果

委
員
推
薦

不
当
労
働
行
為

法
人
登
記

取
下
げ

打
切
り

争
議
調
整

令和4年12月31日現在

年

補
正
勧
告

区
分

総
会
決
議

そ
の
他

翌
年
繰
越

申
請
件
数

資
格
あ
り

資
格
な
し
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40
号

S21～30 21 21 6 15 5 4 1 9 2

31～40 17 18 1 15 1 2 2 2 5 6

41～50 46 48 1 29 16 2 1 4 2 27 6 4

51～60 17 20 10 7 2 3 9 3

61～H7 11 12 7 4 1 2 4 3 1

8～14 5 7 3 2 1 4

15～24 2 2 1 1 1 1

25

26 2 2 2 2

27 2

28 1 3 1 1

29 2 3 2 2

30 1 3 1 1

R1 2 3 1 1 1 1

R2 1 3 1 1

R3 1 3 1 1

R4

計 129 - 8 89 32 5 9 7 12 4 58 25 8 1

（注）　H8～14については、産業分類基準の変更に伴い7年間で集計している。

（資料２）年別・不当労働行為救済申立事件申立状況

1
・
2
号

1
・
3
号

1
・
2
・
3
号

2
・
3
号

個
人
・
組
合

申立人

2
号

係
属
件
数

令和4年12月31日現在

組
合

労働組合法第7条

1
・
2
・
４
号

3
号

1
号

旧
労
調
法
第

申立理由

年

個
人

申
立
件
数

区
分
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S21～30 21 21 1 2 1 16 1

31～40 17 18 16 2

41～50 46 48 2 6 1 27 9 3

51～60 17 20 2 3 1 11 2 1

61～H7 11 12 4 5 1 2

8～14 5 7 1 1 5

15～24 2 2 2

25

26 2 2 2

27 2 2

28 1 3 1 1 1

29 2 3 1 2

30 1 3 1 1 1

R1 2 3 1 2

R2 1 3 1 2

R3 1 3 1 1 1

R4

計 129 - 1 5 16 4 3 85 15 -

（注）　H8～14については、産業分類基準の変更に伴い7年間で集計している。

（資料３）年別・不当労働行為救済申立事件終結状況

令和4年12月31日現在

命令・決定

和
解

取
下
げ

一
部
救
済

棄
却

却
下

処
罰
請
求

救
済

終結状況

繰
越
し

区
分

申
立
件
数

係
属
件
数

年
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S21 31 41 51 61 8
～～～～～～

30 40 50 60 H7 14

1 1

4 1 5

6 1 7

2 1 3

2 2

1 1

1 2 3

3 2 5

8 1 9

1 1 1 2 1 6

3 4 2 9

1 18 5 4 28

2 1 1 2 6

2 2 4

2 4 1 1 8

2 3 5

3 3 5 3 14

1 1

21 17 46 17 11 5 117

（注） H8～14については、産業分類基準の変更に伴い7年間で集計している。

そ の 他 サ ー ビ ス

サ
ー

ビ
ス
業

（資料４）年別産業別・不当労働行為救済申立事件申立件数

木材、木製品、家具装備品製造

業

繊維工業・繊維製品製造

業

機 械 器 具 製 造 業

計
年

建 設 業

鉱 業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

産業別

製
　
　
造
　
　
業

食 料 品 製 造 業

計

そ の 他 製 造 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

そ の 他

公 務

医 療 業

教 育

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 通 信 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道 業

パルプ、紙、紙加工品製

造業

出版、印刷、同関連産業

窯 業 、 土 石 製 品 製 造 業

化 学 工 業

金 属 製 品 製 造 業
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15
～

24

1 1

1 1 1 3

2 1 1 1 5

1 1 1 3

2 0 2 0 1 2 1 2 1 1 0 12

（注） 平成15年以降は新産業分類基準による分類

印 刷 、 同 関 連 産 業

窯 業 、 土 石 製 品製 造業

3026

化 学 工 業

繊維工業・繊維製品製造
業

建 設 業

25

食 料 品 製 造 業

29 R2

情 報 通 信 業

電気、ガス、熱供給、水道
業

R1

パルプ、紙、紙加工品製造業

鉱 業

年

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

産業別

製
　
　
造
　
　
業

サービス業、複合サービス
業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

医 療 、 福 祉

卸 売 業 、 小 売 業

金 属 製 品 製 造 業

令和4年12月31日現在

計28

木材、木製品、家具装備品製造

業

27 R4R3

計

そ の 他 製 造 業

機 械 器 具 製 造 業

そ の 他

運 輸 業

教 育 、 学 習 支 援 業

公 務

飲 食 店 、 宿 泊 業
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S21 31 41 51 61 8
～～～～～～

30 40 50 60 H7 14

1 1

4 1 5

6 1 7

2 1 3

2 2

1 1

1 2 3

3 2 5

8 1 9

1 1 1 2 1 6

3 4 2 9

1 18 5 4 28

2 1 1 2 6

2 2 4

2 4 1 1 8

2 3 5

3 3 5 3 14

1 1

21 17 46 17 11 5 117

（注） H8～14については、産業分類基準の変更に伴い7年間で集計している。

そ の 他 サ ー ビ ス

サ
ー

ビ
ス
業

（資料４）年別産業別・不当労働行為救済申立事件申立件数

木材、木製品、家具装備品製造

業

繊維工業・繊維製品製造

業

機 械 器 具 製 造 業

計
年

建 設 業

鉱 業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

産業別

製
　
　
造
　
　
業

食 料 品 製 造 業

計

そ の 他 製 造 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

そ の 他

公 務

医 療 業

教 育

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 通 信 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道 業

パルプ、紙、紙加工品製

造業

出版、印刷、同関連産業

窯 業 、 土 石 製 品 製 造 業

化 学 工 業

金 属 製 品 製 造 業

- 55 -

― 56 ―



S21 31 41 51 61 8 15
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
30 40 50 60 H7 14 24

169 155 202 126 37 12 23 1 1 1 1 1 2 2 733

賃金増額 26 54 53 45 7 1 2 188

一時金 2 37 49 37 12 3 5 145

諸手当 4 1 2 1 8

その他賃金関係 16 5 3 3 2 3 1 33

退職一時金、年金 35 13 7 1 2 5 1 1 65

解雇手当休業手当 26 2 1 29

労働時間 10 2 12

休日、休暇 1 1 2

作業方法の変更

定年制 1 1 2

その他労働条件 4 11 11 4 1 1 3 35

事業休廃止操短 6 3 1 10

企業合併

人員整理

配置転換 2 3 1 2 8

解雇・雇止め 20 10 19 9 4 3 11 1 1 78

その他経営人事 1 1 3 1 6

福利厚生

団交促進 4 10 43 21 2 5 8 1 1 1 1 97

事件協議制

2 1 1 2 6

17 6 1 24

7 4 2 1 2 1 17

169 155 202 126 37 21 39 1 2 1 2 1 2 7 －

（注1） 平成7年までは1事件について主要な調整事項を1事項のみ記載している。平成8年からは申請の
あった全ての調整事項を記載している。
（注2） H8～14については、産業分類基準の変更に伴い7年間で集計している。

（資料５）年別・調整事件申請状況

年
25 26 27 R2

調整事項
29 計28

計

（申請件数）

賃
 

金
 

制

給
与
以
外
の
労
働
条
件

経
 

営
 

又
 

は
 

人
 

事

協約締結等

組合承認活動

R3

令和4年12月31日現在

その他

R130 R4
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6．第１章　労働委員会の概要

S21 31 41 51 61 8 15
～～～～～～～

30 40 50 60 H7 14 24

あっせんにおける不開始 1 1

調停における取下げ勧告

仲裁における取下げ勧告

取下げ 5 10 14 6 1 1 37

移管

13 11 13 13 5 3 3 61

3 3

22 36 56 45 9 4 11 1 1 1 1 1 188

5 5

114 91 119 62 21 6 7 1 1 1 423

8 3 1 12

裁定

1 1 2

移管

154 148 202 126 36 13 23 1 1 1 1 1 1 1 1 710

14 7 1 22

1 1 1 1 1

（注1） 上段－あっせん　　下段－調停
（注2） H8～14については、産業分類基準の変更に伴い7年間で集計している。

翌年の繰越し

指
　
名
　
後

取下げ

打切り

27 R1

（資料６）年別・調整事件終結状況

25 3029

令和4年12月31日現在

28 合計R3 R4R226

計

解決

不調

指
　
名
　
前

終結
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H15
～

24

1 1

1 1

1 1

5 5

5 5

3 1 1 1 6

1 1 1 3

6 1 1 8

2 2

23 1 1 1 1 1 2 2 32

（注） 平成15年以降は新産業分類基準による分類

R4

公 務

卸 売 業 、 小 売 業

サービス業、複合サービス
業

鉱 業

金 属 製 品 製 造 業

食 料 品 製 造 業

飲 食 店 、 宿 泊 業

医 療 、 福 祉

建 設 業

教 育 、 学 習 支 援 業

計

そ の 他 製 造 業

機 械 器 具 製 造 業

そ の 他

製
　
　
造
　
　
業

木材、木製品、家具装備品製造

業

窯 業 、 土 石 製 品製 造業

化 学 工 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

2625

電気、ガス、熱供給、水道
業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

産業別

繊維工業・繊維製品製造
業

パルプ、紙、紙加工品製造業

印 刷 、 同 関 連 産 業

2927 28

令和4年12月31日現在

年
計30 R1 R2 R3
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S21 31 41 51 61 8
～～～～～～

30 40 50 60 H7 14

4 4

6 1 7

5 1 1 7

16 4 2 22

42 58 38 6 4 1 149

24 5 5 1 35

5 2 7

2 2 5 2 11

1 3 2 6

6 2 3 27 6 44

8 1 3 12

9 15 25 17 6 72

8 7 4 1 20

1 1 2

5 30 82 51 8 1 177

2 7 13 2 1 1 26

4 6 10

1 10 3 1 1 16

1 7 10 1 1 20

9 1 5 11 8 5 39

12 1 1 14

1 1

169 155 202 126 37 12 701

（注） H8～14については、産業分類基準の変更に伴い7年間で集計している。

（資料７）年別産業別・調整事件申請件数

出版、印刷、同関連産業

窯業、土石製品製造業

計

建 設 業

鉱 業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

そ の 他

公 務

医 療 業

教 育

そ の 他 サ ー ビ ス

サ
ー

ビ
ス
業

金 属 製 品 製 造 業

計

木材、木製品、家具装備品製造

業

繊維工業・繊維製品製造

業

化 学 工 業

年

産業別

パルプ、紙、紙加工品製

造業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 通 信 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道 業

機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 製 造 業

製
　
　
造
　
　
業

食 料 品 製 造 業
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H15
～

24

1 1

1 1

1 1

5 5

5 5

3 1 1 1 6

1 1 1 3

6 1 1 8

2 2

23 1 1 1 1 1 2 2 32

（注） 平成15年以降は新産業分類基準による分類

R4

公 務

卸 売 業 、 小 売 業

サービス業、複合サービス
業

鉱 業

金 属 製 品 製 造 業

食 料 品 製 造 業

飲 食 店 、 宿 泊 業

医 療 、 福 祉

建 設 業

教 育 、 学 習 支 援 業

計

そ の 他 製 造 業

機 械 器 具 製 造 業

そ の 他

製
　
　
造
　
　
業

木材、木製品、家具装備品製造

業

窯 業 、 土 石 製 品製 造業

化 学 工 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

2625

電気、ガス、熱供給、水道
業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

産業別

繊維工業・繊維製品製造
業

パルプ、紙、紙加工品製造業

印 刷 、 同 関 連 産 業

2927 28

令和4年12月31日現在

年
計30 R1 R2 R3
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S21 31 41 51 61 8
～～～～～～

30 40 50 60 H7 14

4 4

6 1 7

5 1 1 7

16 4 2 22

42 58 38 6 4 1 149

24 5 5 1 35

5 2 7

2 2 5 2 11

1 3 2 6

6 2 3 27 6 44

8 1 3 12

9 15 25 17 6 72

8 7 4 1 20

1 1 2

5 30 82 51 8 1 177

2 7 13 2 1 1 26

4 6 10

1 10 3 1 1 16

1 7 10 1 1 20

9 1 5 11 8 5 39

12 1 1 14

1 1

169 155 202 126 37 12 701

（注） H8～14については、産業分類基準の変更に伴い7年間で集計している。

（資料７）年別産業別・調整事件申請件数

出版、印刷、同関連産業

窯業、土石製品製造業

計

建 設 業

鉱 業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

そ の 他

公 務

医 療 業

教 育

そ の 他 サ ー ビ ス

サ
ー

ビ
ス
業

金 属 製 品 製 造 業

計

木材、木製品、家具装備品製造

業

繊維工業・繊維製品製造

業

化 学 工 業

年

産業別

パルプ、紙、紙加工品製

造業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 通 信 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道 業

機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 製 造 業

製
　
　
造
　
　
業

食 料 品 製 造 業
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年 13
～

区分 17

3 2 1 1 1 4 7 4 1 5 9 3 1 4 3 2 7 6 64

3 2 2 1 1 4 7 4 3 5 10 3 1 4 4 3 7 6 -

解決 1 1 1 1 1 1 3 2 2 1 3 1 1 2 3 3 27

取下げ 1 1 2 1 2 1 1 1 10

打切り 2 3 3 1 1 7 1 1 1 20

不開始 1 1 1 3 1 7

建設業 1 1 1 1 1 2 7

宿泊業 1 1

専門サービス業 1 1 1 1 2 1 1 8

農業，林業 1 1 2

複合サービス業 1 2 5 1 1 10

道路旅客運送業 1 1 2

卸売業，小売業 1 1 1 1 1 1 2 8

医療，福祉 1 1 1 1 1 1 1 1 8

製造業 1 2 1 1 1 1 1 1 9

その他 1 2 3 2 1 1 10

賃金 1 1 1 4 1 7 2 1 3 21

一時金・退職金 2 2 1 2 1 1 4 13

解雇、雇止め 2 1 1 1 1 3 1 2 6 1 1 20

配置転換 1 1 1 1 1 5

その他 1 2 5 4 4 2 3 1 2 1 3 3 2 3 6 42

（注） 1事件につき複数のあっせん事項がある場合がある。

（資料８）年別・個別あっせん事件申請・終結状況

令和4年12月31日現在

合計23 R3R2 R426 28

あ

っ
せ
ん
事
項

新規申請

係属件数

処
理
状
況

25

産
　
　
業
　
　
別

19 2018 R12927 302221 24
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令和４年１２月３１日現在

H22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3 R4

65 144 127 137 117 82 105 108 206 197 178 177 193

16 48 54 36 33 21 39 38 70 53 51 43 56

ｱ 7 27 35 20 19 6 12 15 23 14 22 12 18

ｲ 0 4 2 1 3 1 3 5 3 3 3 1 8

ｳ 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 2 2 0

ｴ 3 4 4 1 0 0 2 2 1 4 3 2 0

ｵ 5 11 12 9 8 10 20 10 29 26 16 22 23

　 ｶ 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1 2

ｷ 0 2 0 5 3 4 1 6 13 4 4 3 5

19 59 30 48 34 34 41 17 42 40 33 31 29

ｸ 6 27 20 37 23 14 18 9 22 11 13 7 8

ｹ 0 0 1 1 2 0 1 1 0 1 1 2 1

ｺ 4 7 1 4 1 4 7 3 6 8 1 5 5

ｻ 1 0 2 0 0 2 1 0 1 1 1 1 1

ｼ 4 6 5 5 5 2 4 1 5 6 3 0 3

ｽ 1 3 0 0 0 1 0 0 1 0 1 2 1

ｾ 0 2 0 0 0 0 5 1 1 3 10 3 3

ｿ 0 4 1 0 0 4 1 2 3 0 0 3 2

ﾀ 2 10 0 0 3 7 4 0 3 10 3 6 5

ﾁ 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0

19 27 35 44 30 19 20 40 55 62 53 60 67

ﾂ 3 8 7 11 8 7 2 5 3 12 9 10 16

ﾃ 2 6 2 10 4 3 3 5 12 11 5 6 8

ﾄ 3 1 2 3 1 3 2 5 4 4 5 2 6

ﾅ 3 3 7 6 4 2 2 7 13 11 13 10 17

ﾆ 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0

ﾇ 3 0 1 1 0 0 1 0 3 1 4 8 1

ﾈ 2 1 2 0 2 1 2 1 0 5 2 6 5

ﾉ 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2

ﾊ 1 1 6 5 4 1 2 4 7 4 2 5 2

ﾋ 2 4 7 4 7 0 4 6 7 12 6 5 2

ﾌ 0 2 0 3 0 1 2 7 5 1 6 7 8

11 13 20 19 22 9 15 16 40 48 43 54 58

ﾍ 0 1 4 2 4 0 0 0 4 5 5 2 1

ﾎ 11 12 16 17 18 9 15 16 36 43 38 52 57

16 24 19 15 14 18 15 16 27 26 19 16 22

ﾏ 16 24 19 15 14 18 15 16 27 26 19 16 22

81 171 158 162 133 101 130 127 234 229 199 204 232

（注） H22については、相談開始年につき、9月～12月までの４か月間の集計

　（資料９）年別・労働相談取扱件数

実　件　数

経営又は人事

解雇

配置転換、出向・転籍

復職

懲戒処分

退職

勤務延長、再雇用

その他経営又は人事

賃金等

賃金未払

賃金増額

賃金減額

一時金

退職一時金

解雇手当

休業手当

諸手当

その他賃金

年金（企業年金・厚生年金等）

労働条件等

労働契約

労働時間

休日・休暇

年次有給休暇

育児休業・介護休業

時間外労働

安全・衛生

パワハラ・嫌がらせ

その他

その他

総　　計

福利厚生制度

社会保険

労働保険

その他の労働条件等（団体交渉等）

職場の人間関係

セクハラ

相談内容
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